
大学ポートレート（仮称）準備委員会（第１回）議事次第

１．日 時 平成２４年２月１７日（金）１０：００～１２：００

場 所 学術総合センタービル１１階 １１１２会議室

２．議題

（１）委員長の選任等について

（２）大学ポートレート（仮称）構築に向けた検討課題について

（３）その他

３．配布資料

資料 １ 大学ポートレート（仮称）準備委員会委員名簿

資料 ２ 大学ポートレート（仮称）準備委員会設置要領（案）

資料 ３ 大学ポートレート（仮称）準備委員会の会議の公開について（案）

資料 ４ 「大学ポートレート（仮称）」構想について（文部科学省資料）

資料 ５ 大学ポートレート（仮称）構築に向けた検討課題について

資料 ６ 大学ポートレート（仮称）準備委員会ワーキンググループの設置について

（案）

資料 ７ 今後のスケジュール（案）

参考 １ 大学における教育情報の活用・公表に関する中間まとめ

（平成２３年８月５日文部科学省「大学における教育情報の活用支援と公表の促

進に関する協力者会議」）



 資料１   

 

大学ポートレート（仮称）準備委員会委員名簿 

 

平成 24年 2 月 17日現在 

（50 音 順・敬 称 略） 

 

 浅田 尚紀  広島市立大学理事長・学長 

 安達 淳   国立情報学研究所教授・学術基盤推進部長 

 岡本 和夫  独立行政法人大学評価・学位授与機構理事 

 小田 一幸  東京造形大学理事長 

 金子 元久  独立行政法人国立大学財務・経営センター教授 

 小林 雅之  東京大学大学総合教育研究センター教授 

 佐久間勝彦  千葉経済大学短期大学部理事長・学長 

 鈴木 典比古 国際基督教大学長 

 関根 秀和  大阪女学院短期大学理事長・学長 

 高倉 翔   日本高等教育評価機構副理事長 

 西尾 章治郎 大阪大学大学院情報科学研究科教授 

 松本 亮三  東海大学観光学部長 

 牟田 博光  東京工業大学大学院社会理工学研究科教授 

 村上 哲也  大月短期大学長 

 山田 信博  筑波大学長 

 山田 礼子  同志社大学社会学部教授 

 山本 雅淑  日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センター長 

 

【オブザーバー】 

文部科学省 

独立行政法人大学入試センター 

独立行政法人日本学生支援機構 
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大学ポートレート（仮称）準備委員会設置要領（案） 

 

平成２４年２月  日 

 

 

１．目的 

「大学における教育情報の活用・公表に関する中間まとめ」（平成２３年８月

５日文部科学省「大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力

者会議」）を踏まえ、大学や大学団体等の教育情報の活用・公表のための共通

の基盤としての「大学ポートレート（仮称）」の整備に向けて、必要な検討を

行う。 

 

２．会議の構成 

委員に、下記（１）～（３）の大学団体等の推薦を受けた者、及び（４）の委

員により構成する。（１）～（３）の委員は、必要に応じて代理者の出席を可

能とする。 

（１） 設置形態別の大学団体 

（２） 認証評価機関 

（３） 日本私立学校振興・共済事業団 

（４） その他有識者 

なお、委員長はオブザーバーの出席を認めることができる。 

また、準備委員会の下に、具体的な検討のためのワーキンググループを置くこ

とができる。 

 

３．委員長及び副委員長 

（１）委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。 

（２）委員長は互選により、副委員長は委員長の指名により選任する。 

（３）委員長は、その会務を総理する。 

（４）副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

 

４．任期 

（１）委員の任期は、委嘱した日から、平成２６年３月３１日までとする。 

（２）委員の欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

５．その他 

（１）委員会の庶務は、大学評価・学位授与機構評価企画課において処理する。 

（２）この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

会が定める。 



 資料３   

 

大学ポートレート（仮称）準備委員会の会議の公開について（案） 

 

 

平 成 ２ ４ 年 ２ 月   日 

 

 

 大学ポートレート（仮称）準備委員会設置要領５（２）の規定に基づき、大

学ポートレート（仮称）準備委員会の会議の公開に関する取扱いを次のように

定める。 

 

（趣旨） 

１ 大学ポートレート（仮称）準備委員会（以下「委員会」という。）の会議の

公開に関し必要な事項は、この申し合せの定めるところによる。 

 

（会議の公開） 

２ 委員会の会議は、次に掲げる場合を除き、原則として公開とする。 

（１）委員長が、会議を公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあると判断した場合 

（２）その他委員長が必要と認める場合 

 

（会議の傍聴） 

３ 委員会の会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ、大学評価・学位授与

機構評価企画課に申し出て、登録を受けなければならない。 

 

４ 前項の登録を受けた者（以下「傍聴人」という。）は、委員長が許可した場

合を除き、会議を撮影し、録画し、若しくは録音してはならない。 

 

５ 傍聴人は、前項に規定する行為のほか、会議の進行を妨げる行為をしては

ならない。 

 

（会議資料の公開） 

６ 委員会の会議資料は原則として公開とする。ただし、委員長が、公にする

ことにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれがあると判断した場合についてはこの限りではない。 



「大学ポートレート（仮称）」構想について 

平成２４年２月１７日 

文部科学省 
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「大学における教育情報の活用・公表に関する中間まとめ」 

○ 各大学が使命を明確化していく中で，それぞれの教育情報を把握・分析し，教育の質の向上に活用していくことが課題。 

  また，法令改正により，昨年４月から，大学が公表すべき教育情報が明確になり，各大学における取組が進んでいるが，

それらを社会に分かりやすく発信することも課題。 

○ そうした観点から，８月５日に，協力者会議において「中間まとめ」を取りまとめた。 

  【基本的な考え方】 

   ① 各大学が，自主的・自律的に教育情報の活用・公表に取り組むことが基本。 

   ② その上で，大学の取組を支援する大学団体の活動が重要。 

   ③ さらに，大学団体が連携し，情報の活用・公表の共通基盤を整えることが課題。 

     そのため，大学関係者による検討を通じて，「大学ポートレート（仮称）」を形成するよう提唱。 

「大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議」 

 

【委員】 

 井上 洋    （日本経済団体連合会社会広報本部長） 

○岡本 和夫   （大学評価・学位授与機構理事） 

 金子 元久   （国立大学財務・経営センター教授 研究部長） 

◎鈴木 典比古（国際基督教大学長） 

 関根 秀和   （大阪女学院短期大学理事長・学長） 

 髙倉 翔    （日本高等教育評価機構副理事長） 

 中西 茂    （読売新聞北海道支社論説委員兹編集委員） 

 早田 幸政   （大阪大学大学教育実践センター教授） 

 福原 美三   （明治大学研究・知財戦略機構特任教授） 

 水上 貴央   （弁護士） 

 宗像 敏夫   （都立砂川高等学校長） 

 渡辺 善子   （日本アイ・ビー・エム株式会社常勤監査役） 

 

 

【特別委員】 

 浅田 尚紀   （広島市立大学長） 

 圓月 勝博   （同志社大学文学部教授） 

 小田 一幸   （東京造形大学理事長）  

 佐久 間勝彦（千葉経済大学短期大学部理事長・学長） 

 村上 哲也   （大月短期大学長） 

 山田 信博   （筑波大学長） 
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１．大学の教育情報に関連する状況 

(1) 大学における負担の状況 

 

 ① 各大学の教育の質向上の支援の必要性 

  ・個別大学を超えた活動（ＩＲ） 

 

 ② 外部から大学への調査が増加 

  ・恒常的なものだけで，毎年１５０件以上 

 

(2) 国内の情報発信の状況 

 

 ① 大学における改革努力が，十分に知られていない。 

 

 ② マスコミや予備校による情報がさかん 

  ・いわゆる「有名大学」中心のランキング。 

  ・大学の多様性や背景が配慮されず，調査項目が適切か。 

  ・調査における用語の定義が曖昧なことも 

 

(3) 国際的な情報発信の状況 

 

 ① 日本の大学の状況が，海外に十分に知られていない 

 

 ② 国際的な情報発信と共有に向けた動き 

  （例：ユネスコの条約で，各国にナショナル・インフォ 

     メーション・センターを設ける検討） 

 

 

  ・地方大学や小規模大学など，優れた取組・事例

を共有する仕掛け 

 

  ・大学の労力・負担の軽減 

 

 

 

 

  ・大学の多様性が社会を支えており，各大学の改

革努力が，社会に共有されるべき 

  ・大学の種別化や，画一的なランキングでは大学

の状況は分からない 

 

  ・発信される情報が，正確であるべき 

  

   

 

  ・海外に開かれた教育研究を行おうとする大学の

ための情報発信を進める仕掛け 

  ・我が国としてグローバル化への対応 

【課題】 【検討すべき課題】 
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(1) これまで 

○ 各大学における教育情報の公表を義務化（H19学校教育法に概括を規定，H23施行規則に詳細を規定）。 

○ 国際的な活動を重視する大学向けに，より詳細な情報公表のガイドラインを作成（H22大学分科会）。 

 

(2) 基本的な方向 

① 各大学が，自主的・自律的に教育情報の活用・公表に取り組むことが基本。 

② その上で，大学の取組を支援する大学団体の活動が重要。 

③ さらに，大学団体が連携し，情報の活用・公表の共通基盤を整えること。 

・大学コミュニティによる議論により「大学ポートレート」（仮称）の形成を提唱。 

 

(3) 「大学ポートレート」（仮称）の整備についての考え方 

○ 大学に関するデータベース「大学ポートレート(仮称)」を早急に整備（大学団体が連携し，高校や産業界の意見も反映して整備）。 

【趣旨】 

① 大学が，教育情報を自らの活動状況を把握・分析し，改革につなげるインセンティブ（ IR (Institutional Research) の向上）。 

・ 各大学の使命の実現にふさわしい教育課程・学生支援の改善や，学内組織等の整備に自主的に取り組む契機。 

 

② 各大学の多様な教育活動を，国内外に分かりやすく発信。 

・ 公表が義務化された教育情報や，学校基本調査で用いられる基礎的な情報。 

・ 機能別分化の進展を踏まえ，大学の特色や強みを表示（画一的なランキングを助長しない）。 

・ グローバルな教育活動を重視する大学に関する情報を海外発信。 

 

③各大学の業務負担軽減（基礎的な情報を共通に公表することで，大学の個別問合せへの対応を軽減）。 

２．大学ポートレート（仮称）の整備の考え方 
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３．大学ポートレート（仮称）のイメージ 

【掲載が考えられる情報】 

 

○ 大学の多様性が分かるような情報 

・ 小規模な大学や地方の大学で，地域に根ざした特色あ

る教育 

・ 尐人数によるきめ細かな指導，手厚い学生支援を通じ

て就業力の向上に成果を上げている事例 

・ 従来のＧＰ事業などの取組事例（既に存在する「ＧＰ

ポータル」と統合） 

 

○ 学校基本調査のような基礎的な情報 

  （ミスリードなものにならないよう，公表する情報の 

   取扱いについて詳細な検討が必要） 

  （画一的なランキングをもたらさないようにする） 

 

 

【「大学ポートレート（仮称）」による情報共有と発信】 

 

○ 「大学ポートレート（仮称）」により， 

 ・ 大学関係者のみが共有する情報 

 ・ 社会に広く公表する情報 

 を分けて整備することで，大学間の情報共有を進めると 

   ともに，社会に大学教育の意義・役割を発信 

 

○ 各大学のホームページに接続することで，各大学の特

色・強みに関する情報発信を一層強化する。 

各大学の情報にリンク 

（項目は大学によって異なる）

しており，特色などを表わすペ

ージを容易に見ることができる。 

アメリカの ”College Portrait”の例 

例 ： 大学のミッションや戦略 

   初年次教育 

   学生への経済的支援 

   キャリア支援 

   コミュニティへの支援 
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４．教育の質の向上に資する教育情報の分析の促進 

(1) 自らの活動状況の把握・分析の支援 

 

○ 小規模大学などでは，教育活動に関する情報を集約・分析

し，教育の改善に活用する（いわゆるＩＲ）ための体制整

備が困難な場合が多い。 

 

○ また，部局間での情報共有は，必ずしも十分には行われて

いない。（各種調査にも，各部局がそれぞれ対応している

状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 他大学との比較による課題の把握・改善 

 

○ 教育活動等に関する課題を把握し，改善を進めるためには，

他大学（特に，規模や分野の構成などで類似の大学）の取組

を参照することが効果的。 

 

○ 他大学との比較をするための情報収集は，ホームページや教

職員間のネットワークにより，個別に問い合わせている状

況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校基本調査などの統計調査で収集している情報の蓄
積，活用を促進する。 

・各大学のデータの経年変化の状況など，教育情報を分
析し，提供する。 

・ 様々なデータについて，共通フォーマットで比較できる
ようにする。 

・ 大学の合意に基づき，大学グループ（例：同規模の大
学，国際連携を重視する大学など）の中で，情報共有と
比較検討ができるようにする。 

【イメージ】 
・標準修了年限内の卒業率（○年度） ・標準修了年限内の卒業率（推移） 
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・関連する意見 
 
→大学ポートレートを用いて，大学がお互いに切磋琢
磨できるように，効果的な導入方法を検討すべき。 

 
→現在のデータベースは，全国平均と自大学のデータ
しか分からないため，活用できない。自大学の課題
を検討していくためには，例えば同規模の他大学と
の比較ができることが必要。 
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課題の発生 

収集項目 

の検討 

情報収集 

分析 
解決策の検討 

解決策の実施 

大学コミュニテイにとっての課題を運営委員会
に提起する。 

課題に対する状況把握や対
応事例の収集に必要な調査
項目を検討し，運営委員会
で決定。 
 

大学ポートレートで情報を収集。 
収集した情報の分析。 
（情報収集時に匿名性の確保等，分
析結果の作成条件は協議する） 

収集した情報から課題の解決方法に
ついて分析。集計結果と共に各大学
へ分析結果を返送。 

大学の自己改革等の課題の解
決に利用。 

大学コミュニティとして，課題に関する情報収集・分析を行い，解決方策を大学に提供するため
のツールとして活用できる。 

５．大学コミュニティによる課題解決への活用 
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大学ポートレートで収集する情報の範囲として，例えば，以下のような項目が想定される。   

（１）学校基本調査等の統計調査の情報 

（２）公表が義務化された９項目 

（３）認証評価で求められる情報 

（４）国立大学法人評価で求められる情報 

（５）官公庁，マスコミ等から重複して求められる情報 

既存データの取り込
みを可能にし，簡単
に入力できるシステ
ムに 

６．大学ポートレート（仮称）で収集する情報の範囲 
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 学校基本調査などの統計のシステムを活用することにより，各大学が情報を入力する際の負担の軽減を図る。 
 
（具体的な事務の流れ） 
①：各大学において各学部事務局，就職担当部局，留学生担当部局等，学校基本調査の基礎データを把握する部

署ごとにデータを作成の後，総務部等取りまとめ部署が大学全体の集計値データ作成。 
②：総務省政府統計共同利用システム（オンライン調査システム）を使用し，学校基本調査データを提出。 
③：データ提出時に，大学側に学校基本調査XMLデータが自動的に作成される。 
④：作成されたXMLデータを，大学ポートレート（仮称）に送付。 

「回答データ送信」をクリック。 

data。
xml 

学校基本調査への 
回答の送信と同時に 
XMLデータが自動的に作成 

文部科学省 

大学ポートレート（仮称） 

② ③ ④ 

送付 

送信 

 
 
 

学校基本調査のデータを，       
大学が改めて入力する必要が無い。 

７．情報収集に関する新たな負担発生の回避 
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８．大学コミュニティによる運営体制について 

 
○ 大学ポートレート（仮称）の整備にあたり， 
 ①国からの一定の独立性 
 ②特定の団体の方針に偏らない中立性のある運営体制 
 が必要。 
  また，運営組織には，継続性・安定性とともに，一定の専門性が求められる。 
 
○ これらを踏まえ，大学評価・学位授与機構の附置機関として，「大学ポートレートセン

ター（仮称）」を設ける。 
 ・運営は，機構から独立して意思決定を行う「運営委員会」の方針に基づくこととする。 
 ・事務については，大学ポートレートセンターの事務局が担う。 
 ・運営委員会は，設置形態ごとの大学団体，評価団体，関係する事業を行う団体，有識者

により構成する。 
 

○ 私立大学に関する情報については，日本私立学校振興・共済事業団がこれまでも重要な
役割を果たしてきており，同事業団と連携して進める。 

  
（連携のイメージ） 

 私立大学の情報について，同事業団がとりまとめ，そのうち設置主体に関わらず共通に
共有・公表すべき情報について，大学ポートレートセンター（仮称）に送付する。  
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（参考）米国の”College Portraits”の概要 

(1) 開始年：2007年 

(2) 参加大学：米国州立大学協議会，米国州立大学・

土地贈与大学協議会 に加盟する297の公立大学 

(3) 運営：米国州立大学協議会 ，米国州立大学・土地

贈与大学協議会 

(4) 項目の選定：70機関から，学長，学部長，学生関

係職員，ＩＲ関係職員，教員など，80名を超える

委員が参加し，８ヶ月をかけて項目を整理 

(5) 情報の入力：各大学で実施 

(6) 項目の内容： 

○学生／家庭の情報 

・ 学生の特徴   ・ 学士課程における就学状

況 

・ 経費と経済的支援  ・ キャンパスライフ 

・ 入学に関する状況 

・ 取得学位，学問分野，卒業後のプラン 

○ 在学中の経験 

○ 学生の学習成果 

 米国では，州立大学の大学団体が，共通フォーマットで大学情報を提供する”College Portrait”を構築・運営

している。 

(7) 表示の方法：各大学ごとに，グラフなどを用いて

表示 

＜表示の例＞ 
学生の特徴 

経費と経済
的支援 

学修成果 
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（参考）イギリスの”Unistats”の概要 

 英国では，大学への公財政の配分を担うHEFCEと大学入試手続を担うUCASが，各大学が提供する教育コース

（学士課程と大学院）ごとの情報を一元的に提供する”Unistats”を構築・運営している。 

(1) 開始年：2007年 

(2) 参加大学：全大学 

(3) 運営：大学への公財政配分団体(HEFCE)と大学入

学手続を担う団体(UCAS) 

(4) 情報の入力：高等教育統計局(the Higher 

Education Statistics Agency (HESA)), 統計情

報の提供を担う団体(the FE data 

service),HEFCEの各大学関係の機関・団体と各

大学で実施 

(5) 項目の内容： 

○学生の入学時の情報 

 入学時のスコア分布/入学前に保有する学位等 

○学生の内訳 

 学生数/学生の男女比/成人学生の割合 

 パートタイム学生の割合/留学生の割合 

○学生の満足度 

○学位取得と進級 

 学位取得者の状況（ファースト，セカンドほか）  

○卒業後の就職状況 

 卒業６ヶ月後の就職状況/進学・就職等の割合 

○その他 ＱＡＡによる機関評価へのリング 

(7) 表示の方法：３つのコースを選択し，項目ごとに

グラフなどを用いて表示 

＜表示の例＞ 

学生の状況 

学位の取得と進級 



資料５

大学ポートレート（仮称）構築に向けた検討課題について

１．収集する情報やその収集方法について

〇 学校教育法施行規則で定められた教育情報（公表が義務化されている事項）の取扱

いについて、どのように考えるか。

〇 大学の作業負担を軽減する観点から、学校基本調査等の統計調査などの際に、各大

学で作成される基礎的な情報等を活用することについて、どのように考えるか。

〇 基礎的な情報だけでなく、各大学の特色や強みを表す情報として、どのようなもの

が考えられるのか。

〇 官公庁やマスコミ、出版社などにより収集・公表されている情報、特に、重複する

項目の取扱いについて、どのように考えるか。

２．情報の共有・公表の仕組みについて

〇 一般には公表しないが、大学間で共有し分析を促進することにより、各大学の教育

の質の向上に役立てることが考えられるのではないか。

〇 「大学ポートレート（仮称）」の表示方法をどのようにするか。画一的なランキン

グとは異なる、各大学の特色や強みを具体的に表現する表示方法にはどのようなもの

が考えられるのか。

〇 国際的な情報発信について、どう考えるか。希望する大学に対しては、日本語によ

る発信だけでなく、英語による発信が可能となるような仕組みが必要ではないか。

３．運営体制について

〇 「大学ポートレート（仮称）」の基本的な運営の枠組みについて、どう考えるか。

大学コミュニティによる自主的・自律的な運営体制として、どのような形態が考えら

れるのか。

〇 高等学校関係者や産業界の意見を取り入れる方法について、どのように考えるか。



 資料６   

 

 

大学ポートレート（仮称）準備委員会 

ワーキンググループの設置について（案） 

 

 

平 成 ２ ４ 年 ２ 月   日 

 

 

 大学ポートレート（仮称）準備委員会設置要領（平成２４年２月 日）２の

規定に基づき、大学ポートレート（仮称）準備委員会（以下「委員会」という。）

の下に、ワーキンググループを以下のとおり設置する。 

 

１．目的 

 委員会の審議に資するため、大学ポートレート（仮称）の整備に関する専門

的な調査審議を行う。 

 

２．構成員等 

（１）ワーキンググループの委員は、委員会を構成する各団体の推薦等に基づ

き、委員長が指名する。 

（２）ワーキンググループに主査を置く。主査は委員長が指名する。 

（３）主査に事故があるとき又は主査が欠けたときは、あらかじめ主査が指名

する者がその職務を代理する。 

（４）主査はオブザーバーの出席を認めることができる。 

 

３．委員会への報告 

   ワーキンググループは、検討状況を適宜、委員会に報告する。 

 

４．設置期間 

（１）平成２６年３月３１日までとする。 

（２）委員の欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 

５．その他 

ワーキンググループの庶務は、大学評価・学位授与機構評価企画課におい

て処理する。 

 



 資料７   

 

今後のスケジュール（案） 

 

 

 

大学ポートレート（仮称）準備委員会（第 1回） 

日時：平成２４年２月１７日（金）１０：００～１２：００   

場所：竹橋オフィス１１１２会議室（学術総合センター１１Ｆ） 

 

 

大学ポートレート（仮称）準備委員会（第２回） 

日時：平成２４年３月 ８日（木）１０：００～１２：００ 

場所：竹橋オフィス１１１２会議室（学術総合センター１１Ｆ） 

 

 

 

※現時点の予定であり、変更の可能性があります。 



 

 

 

大学における教育情報の活用・公表に関する中間まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年８月５日 

 

 

大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議 

 

takuma
テキストボックス
参考１




 
 

 



 

 

大学における教育情報の活用と公表に関する中間まとめ【概要】 

 

１．大学の教育情報に関する現状等 

○ この１０年間の段階的な取組を通じ，各大学による情報の公表が着実に進展。大学団

体による支援も活発化しつつある。 

○ そうした基盤の上で，学術の中心である大学の特性や多様性を十分に踏まえながら，

教育情報を，自らの活動の把握・分析に活用し，また，教育活動を国内外に分かりや

すく公表することが課題。 

 

２．教育情報の公表・活用の促進方策 

(1) 各大学の自主的・自律的な取組 

・ 各大学が，自らの使命・教育活動の状況を分かりやすく示す工夫を促進 

・ 国際競争力の強化のため，海外への積極的な情報発信 

(2) 大学団体等による支援 

・ ガイドライン作成 

・ 優れた大学改革の取組などの収集と発信 

(3) 大学の負担の軽減 

・ 学校基本調査等の基礎的な情報の共有・公表の仕組みを構築 

・ 文部科学省の調査等について，項目の削減や調査頻度を見直し 

(4) 教育情報の活用と公表を進めるための場の整備 

→ データベースを用いた教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みを構築 

【趣旨】 

○ 大学が，教育情報を，自らの活動状況を把握・分析することに活用。 

○ 大学の多様な教育活動の状況を，大学教育に関係・関心を持つ国内外の様々な者に

分かりやすく発信。 

○ 基礎的な情報について共通的な公表の仕組みを構築し，大学の業務負担軽減。 

【運営】 

○ 大学と大学団体の参画により，大学コミュニティが自主的・自律的に運営する。 

・ 高等学校関係者や企業関係者等の意見も適切に反映されるようにする。 

【内容】 

○ 我が国の大学の歴史的経緯や多様性を踏まえ，情報の内容や表示方法を工夫する。

・ 公表が義務化された教育情報，学校基本調査の基礎的な情報のほか，小規模大学

や地方大学を含む各大学の特色・強みを表す。 

・ 画一的なランキングを助長しないようにしながら，分野などに着目し一定の範囲

で比較可能なものにする。 

・ グローバルな教育活動を重視する大学の海外発信に活用できるようにする。 

 



 
 

 



大学における教育情報の活用・公表に関する中間まとめ

平成２３年８月５日

大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議

１．協力者会議の検討の目的 1

２．大学の教育情報の活用・公表に関する経緯と現状 2

………………………………(1) 教育情報の公表等に関する制度改正の経緯と現状 2
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……………………………………………………………………(3) 大学の負担の軽減 12
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１．協力者会議の検討の目的

（検討の目的）

国内の急速な少子高齢化，国際化・情報化の進展など大学を取り巻く環境が大

きく変化している中で，各大学では，教育の質の保証・向上と，社会への説明責

任の観点から，教育情報の公表が着実に進展している。とりわけ，本年４月より，

学校教育法施行規則第１７２条の２第１項に規定された教育研究活動等の情報の

公表が義務付けられたことを契機として，各大学や大学団体等において更なる展

開も見られる（この施行規則では，公表すべき情報として，分野ごとの教育研究

目的，教員組織や学生数，教育課程や学生支援の概要，キャンパスの状況などを

概括的に挙げており，以下ではこれらをまとめて「教育情報」と表記する）。

そうした状況を踏まえ，大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関す

る協力者会議（以下「協力者会議」）では，今後の大学の教育情報の活用支援と

公表の在り方について検討を行い，これまでの検討状況を「中間まとめ」として

取りまとめた。

（中央教育審議会大学分科会における審議）

中央教育審議会大学分科会では，大学改革に関し，

○ 教育の質の保証・向上の推進方策，

○ 大学の機能別の分化や連携に関する推進方策，

○ 大学の組織・経営基盤の強化，

の３つの観点から検討が行われている。その中でも，大学の機能別の分化が進展

していく中で，各大学が自らの使命を明確化しながら，教育の質の向上に取り組

むことが重視されており，その支援方策が課題となっている。

協力者会議では，そうした問題意識も念頭に置いて検討を行った。
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２．大学の教育情報の活用・公表に関する経緯と現状

(1) 教育情報の公表等に関する制度改正の経緯と現状

(ｱ) 教育情報の公表は，過去１０年程度の間に，大学や大学団体等において着実に

進展しているということができる。

平成１０年の大学審議会答申「２１世紀の大学像と今後の改革方策について」

では，大学が，広く国民に対し，教育研究目標・計画などの情報を分かりやすく

公表することを制度的に位置付けるよう提言された。そこで，平成１１年には，

大学設置基準に，教育研究活動について積極的に情報を提供することが規定され

た。

その後，大学の設置趣旨や特色，評価の結果，学生の卒業後の進路などを公表

すべき情報として例示するなど，段階的な整備が進められた。

さらに，平成１９年には，学校教育法が改正され，大学の教育研究活動の公表

について規定されたことも踏まえ，大学分科会において，教育情報の公表が改め

て議論され，平成２２年に関連法令の改正について答申がなされた。

これを受け，学校教育法施行規則が改正され，本年４月から，全ての大学がこ

の規則に掲げられた情報を公表することとなった。

このような制度的な対応を受けて，各大学では，ウェブサイトや各種刊行物を

通じた多様な取組が見られる。

（教育情報の公表方法の状況）

上記の学校教育法施行規則では，刊行物への掲載やインターネットの利用を通

じて公表を進めることが規定されているものの，その詳細は定められていない。

各大学では，ウェブサイトに各種の情報を掲載しており，その際，「情報公表」

のページを開設し，そこにまとめて掲載していることも多い。

また，授業内容を積極的に公表する大学も多い。例えば，オープンキャンパス

を通じて，実際に大学教育を経験できる機会を設けたり，いわゆる「オープンコ

ースウェア」のように，インターネットを通じて授業内容を発信したりするなど

様々な活動が行われている。
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(ｲ) こうした各大学の取組に関し，国公私立の設置形態ごとの大学団体では，それ

ぞれの大学の機能強化や発展を図る方策の一環として，積極的に情報を公表して

いく重要性を示している。

（国立大学協会）

国立大学の機能強化の方策の一環として，厳格な自己評価と大学情報の積極的

開示，ステークホルダーに対する説明責任を果たす観点から，大学情報の国内外

への発信体制の整備，複数大学共同による海外での情報発信体制の構築，ステー

クホルダーの特性に応じた大学情報発信体制の充実を進めることを明らかにして

いる。（「国立大学の機能強化－国民への約束－【中間まとめ】」平成23年6

月）

（公立大学協会）

公立大学のプレゼンスの向上のため，教育，研究，地域貢献等の活動について

情報発信を積極的に進める必要性と，情報発信の作業を通じて公立大学の教育情

報の戦略的活用を促進させる意義を明らかにしている。（平成21年度公立大学協

会第１委員会報告）

（日本私立大学団体連合会）

私立大学の質保証の観点から，教育の質向上に向けた取組をはじめとする教育

方針・内容の公表を通じて，その透明性の向上と説明責任を果たす必要性を述べ

るとともに，情報の公開が広く社会に自らの存在意義を証明するものであること

を強調している。（「21世紀社会の持続的発展を支える私立大学－「教育立国」

日本の再構築のために－」平成23年6月）

（全国公立短期大学協会）

地域に貢献する有為な人材の育成と地域の教育研究・文化を牽引する高等教育

機関としての役割を果たすため，各校における教育情報の公開は自明のこととし

て，その取組がなされており，中央教育審議会の審議等を契機として，より適切

な教育情報の提供と活用に向けて，各種研修会，情報交換などを通した取組が進

められている。（全国公立短期大学協会からの報告）

（日本私立短期大学協会）

大学団体の能力を活用して，短期大学に関する社会全般への有効な情報発信，

教育政策立案のための情報集約など，短期大学に関する情報提供の充実を図るこ

との重要性を指摘している。（「短期大学教育の再構築を目指して－新時代の短

期大学の役割と機能－」平成21年1月）
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(ｳ) 各大学は，ウェブサイト等を通じて教育情報を公表しているが，公表に当たっ

ての考え方，公表の内容・方法などその状況は多様である。

そうした中で，複数の大学団体が，学校教育法施行規則で定められた情報公表

の内容が概括的であることも踏まえ，大学のための参考指針を作成し，公表に当

たっての留意点などを示している。

（公立大学協会）

各大学において情報公表が適切に行われるだけでなく，できるだけ分かりやす

い公表となるよう工夫することや，公立大学間でなるべく共通のフォーマットで

情報が参照できることが重要との認識から「教育情報公表ガイドライン」を策定

している。（平成22年11月）

（日本私立大学連盟）

学位授与の方針，教育課程編成・実施の方針，入学者受入れの方針について，

常に誰もがアクセスできるように整備することが重要との考えから，「大学の情

報公表義務化と三つの方針」において，それらをどのように策定・公表すべきか

提言している。（平成23年3月）

また，日本私立大学団体連合会と日本私立短期大学協会により，教育情報の公

表に関する考え方や公開の方法を含めた指針が策定されている。（平成22年7

月）
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(2) 教育情報の取扱いに関する負担の現状

(ｱ) 多くの大学で，本年４月の学校教育法施行規則の改正を契機として，ウェブサ

イトなどを通じた教育情報の公表の取組の一層の促進が見られる。そうした取組

の準備として，学内の各部署で収集していた情報を，公表担当部署に集約するな

どの作業がなされている。

そうした対応に加え，各方面から調査などへの対応が求められ，その場合に類

似の情報が繰り返し問われることも多いため，これが大学の事務負担となってい

ると指摘されている。

（大学に対する情報提供依頼の状況(例)）

広島市立大学において，外部から提供を求められる調査の現状について調べ

たところ，定期的に実施されるものだけで，152件あると報告されている。

【調査主体別の内訳】

・ 出版社・進学情報事業者 64件

・ 官公庁 53件

・ 大学団体等 15件

・ マスコミ 12件

・ 予備校 ８件

(ｲ) このほか，認証評価では，評価機関が，評価の実施に当たり，大学の基礎的な

情報を収集しており，これらの情報には，各種の調査と共通する項目も含まれて

いる。
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(3) 諸外国の状況

諸外国では，教育研究活動の状況の公表や，質の向上を目的としたデータベース

やウェブサイトを通じた情報発信が近年急速に進んでいる。

ただし，こうした事業は，大学制度やこれまでの経緯など，各国の諸事情を背景

として実施されており，今後，我が国において同様のものを検討する際には，そう

したことへの十分な考慮が必要である。

（米国の例）

全米の高等教育機関を対象とする包括的なデータベース(IPEDS)が整備されて

いるのに加えて，2007年から，州立大学を中心に，カレッジ・ポートレート

(College Portrait)が運用されている。

カレッジ・ポートレートの目的は，高校生が大学選択をしやすくすること，透

明性があり比較可能で理解しやすい形で情報を公表すること，公共への説明責任

を果たすこと，効果的な教育実践を把握し，一層の向上のために成果を測定し公

表することなどである。

（英国の例）

高等教育統計局が，大学統計を収集・整理し，公表しているのに加えて，2007

年から，大学への公財政配分団体(HEFCE, Higher Education Funding Council

for England)と大学入学手続を担う団体(UCAS, Universities and Colleges

Admission Service)が，Unistatsというウェブサイトを運用している。

Unistatsは，各大学が提供する教育コースごとに，学生の入学時の情報や，満

足度，学位取得と進級の状況，卒業後の就職状況などの情報を発信している。

（欧州の例）

学生や産業界への情報提供の観点から，各大学の活動を可視化する手法の開発

が求められており，2005年から「欧州高等教育分類」の検討が進展している。

また，各大学の学生の構成や，どのような活動に重点を置いているかレーダー

チャート等の形式で表示し，大学間の比較を可能にするU-Mapのプロジェクトが

進んでいる。

（韓国の例）

2008年から各大学に対して情報の公表が義務付けられ，韓国大学教育協議会

(KCUE)が情報公示ウェブサイトを運用している。これは，学生・保護者・企業等

に対し，大学の情報を積極的に提供することを目的としている。
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３．検討に当たっての基本的な考え方

（検討の方向性）

教育情報の公表の目的や公表すべき情報の範囲については，既に，中央教育審

議会大学分科会において考え方が取りまとめられ，必要な制度改正が行われてい

る。協力者会議では，その内容と範囲を前提とし，教育情報の公表を通じ，各大

学の使命やどのような教育を行っているか分かりやすく示す方法を検討すること

とした。

その際，教育情報については，各大学が自主的・自律的にその活用・公表に取

り組むことが基本とされるべきである。その上で，各大学の取組を支援し，ある

いは補完するための大学団体等の活動が重要であり，さらに，大学団体等の自主

的な連携を通じて，教育情報の活用・公表のための共通の基盤の整備を進めるこ

とが求められる。

（検討に際しての留意点）

大学は，学術の中心として，人材養成，文化の継承と発展，地域の社会・産業

への貢献など，国内外の様々なニーズや分野の特性等に応じた活動を展開してい

る。大学の教育情報の活用や公表について検討する際には，そうした大学の特性

や多様性を踏まえながら，以下のようなことに留意することが求められる。

(ｱ) 学校基本調査で収集されるような大学の基礎的な情報は，一般的に大学に

関心を有する者から高等教育の研究者まで，幅広い関係者にとって必要とさ

れる情報であるとともに，その範囲や収集方法も明確であり，各大学の合意

を経て公表を進め，共有していくことができると考えられること。

(ｲ) 公的な教育機関である大学に関心を有する者には，在学者や入学希望者，

卒業生，その保護者，高等学校関係者，企業関係者，さらには海外の入学希

望者や大学関係者など，幅広いことが想定され，そうした者のことを踏まえ

て，教育情報の公表の在り方を検討すべきであること。その場合，情報の公

表に関する内容や方法も，短期大学，大学（学士課程），大学院などの学位

の段階や，学問分野によって異なること。

(ｳ) 大学内で，教育研究や経営の方向性を検討するために用いる情報と，学外

の多様な関係者の理解を目的として公表する情報について，分けて検討すべ

きこと。

(ｴ) 大学の規模によっては，教育情報の公表などの事務を担う体制を十分整備

することが困難な場合があるため，その事務負担について検討する必要があ
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ること。

協力者会議では，こうしたことを踏まえて，大学の情報の活用・公表を一層促

進させるため，各大学の自主的・自律的な取組をどのように支援していくか，ま

た，どのような配慮が必要かという観点を重視して検討を行った。

（大学改革の進展への対応）

これまでの中央教育審議会の諸答申で，大学教育の質の改善・充実の必要性が

指摘されてきた。

（近年の中央教育審議会の答申）

中央教育審議会の答申「我が国の高等教育の将来像」（平成17年）は，教育の

質保証をはじめとする高等教育のあるべき姿や方向性の全体像を示している。

これを受けて，大学院教育では，「新時代の大学院教育」（平成17年）と「グ

ローバル化社会の大学院教育」（平成23年）が，教育の実質化に関する具体的な

方向性を提起している。

学士課程では，「学士課程教育の構築に向けて」（平成20年）が，学位授与・

教育課程編成・入学者受入れの三つの方針の確立を提起している。

多くの大学では，こうした提起も踏まえつつ様々な改革に着手し，既に多くの

成果を上げているものの，今後，質の高い大学教育を実施するという観点から，

大学関係者による共通理解の形成と一層の努力が期待される。

このような大学改革の定着と更なる進展に対応しながら，教育情報の活用や公

表に関する検討が進んでいくことが求められる。
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４．教育情報の活用・公表の促進方策

(1) 各大学の自主的・自律的な取組

（各大学による情報発信の工夫）

(ｱ) 教育情報の活用・公表については，後に述べるとおり大学団体等にも重要な役

割が期待されるものの，基本的な考え方として，まずは，各大学が自主的・自律

的に取り組むことが重視されるべきである。

各大学には，学生・社会の多様なニーズに応えつつ，教育の質を保証・向上さ

せていくため，それぞれの人材養成目的等を明確化し，その実現にふさわしい教

育課程，学生支援，学内の各種の組織，学修環境を整備することが課題となって

いる。

その際，各大学が，教育情報の収集と分析を通じて，自らの活動の課題を把握

し，それを更なる改善に生かしていくことが重要である。あわせて，学校教育法

施行規則の規定により，公表が義務付けられた情報について，その公表を着実に

行うとともに，修得すべき知識・能力や，その達成に向けた教育活動における特

色や強みを社会に分かりやすく示すための一層の努力と工夫が求められる。

(ｲ) 教育情報の公表に当たっては，情報を受け取る者のことを想定し，その受け手

にとって，大学を選択する際や，複数の大学の状況を比較する際に，必要な情報

が分かりやすく公表されていることが重要である。

例えば，高校生の視点からは，大学でどのような教育が行われ，どのような経

験ができるのか，また，大学の特色や強みが具体的な根拠とともに示されている

ことが望まれると指摘されている。また，企業からは，成績評価に関する厳格な

基準が整備され，それが明らかにされることが望まれるとも指摘されている。

(ｳ) また，授業内容そのものを積極的に発信することも重要になると考えられる。

先に述べたオープンキャンパスなどを通じて大学教育を経験できる機会や，イン

ターネットを活用して授業内容を発信する取組が多く見られるが，現時点では，

その時期や対象となる授業が限られている場合もあり，今後，一層の積極的な活

動が進むことが期待される。
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（国際的な情報発信）

国際的な大学間の連携や，学生・教員の国際的な流動性の高まりなど大学教育

のグローバル化が進展する中で，我が国の大学の状況が，海外に十分発信されて

いないと指摘されている。

国際的な教育研究活動や学生交流に特色を発揮する大学については，国際的な

視点で評価を受けながら教育を改善し，その国際競争力を向上させていく観点か

ら，海外に積極的に情報発信することが求められる。その際，個々の大学による

取組だけでなく，複数の大学が連携して行うことも想定される。

あわせて，各大学による国際的な活動が円滑に進むようにするために，我が国

の大学制度やその質保証の仕組みをはじめとする情報が十分に発信されることも

重要である。

（国際的な情報発信の工夫の例）

中央教育審議会大学分科会では，諸外国との組織的・継続的な教育連携の促進

や大学教育の国際競争力の向上のため「国際的な情報発信の観点から想定される

情報の例」を公表している。

例えば，教育活動の内容等に着目して，計画的な履修方針に基づいた授業科目

とその体系（ナンバリング）に関する情報や，学生の経済的負担に関する情報

（例えば，授業料や生活費のほか，経済的支援の枠組み）など，日本への留学希

望者や，海外の大学や企業の関係者に分かりやすい方法で発信する工夫が挙げら

れている。

（学生の学修状況に関する情報）

教育の質の向上を図っていく上で，学生の学修状況に関する情報を収集・分析

することも重要である。例えば，学生の教育課程の履修状況や学修時間，学修に

関する満足度などが考えられる。

こうした取組は，既にいくつかの大学で実施されており，また，複数の大学が

連携して学生へのアンケート調査を実施し，その分析を行う例も見られる。これ

らの先行的な取組とも連携し，あるいは参考にしつつ，学生の学修状況の情報の

収集・分析に関し，取組が進んでいくことが求められる。
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(2) 大学団体等による支援

（大学団体による指針の作成）

先に述べたとおり，大学団体により，情報公表に関する参考指針を作成する取

組が見られる。そうした活動を通じて，教育情報の定義や収集・分析すべき教育

情報の内容等に関し，大学関係者の理解が深まり，より分かりやすい情報の公表

につながっていくことが期待される。これは，各大学の自己点検・評価の充実や，

教育情報を第三者に提供する際の大学の負担の軽減にも資すると考えられる。

各大学団体に参加・加盟している大学の状況は様々であり，大学団体の判断に

おいて，こうした各大学への情報提供が進むことが期待される。

（大学団体等による教育情報の収集・発信）

個々の大学の教育情報の公表に加えて，大学団体が，その専門的な知見を生か

して，教育情報を収集・分析し，各大学の特色ある活動を発信することにより，

多くの大学が，そうした情報を参考にし，それぞれの大学の特色に基づいて活用

していくことで，教育の質の保証・向上を一層促すことが期待される。

（優れた大学改革事例の提供）

例えば，これまでの国公私立大学を通じた教育改革支援施策（ＧＰ事業

やＣＯＥ事業等）など，優れた教育に関する事例を収集・整理し，その成果を幅

広く提供していくことが考えられる。

また，認証評価では，各大学の活動の状況が幅広く公表されており，その中に

は，優れた取組や課題に関する情報や，評価団体の専門性を生かした有益な指摘

なども含まれている。こうした情報を取りまとめて発信していくことも有益と考

えられる。

（人材育成への支援）

各大学で，教育情報の公表を進めるとともに，教育の質の向上や大学運営の改

善を進めるためには，専門性の高い教職員の確保とその能力向上が重要である。

これまでも，ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）やＳＤ（スタッフ・

ディベロップメント）を通じた教職員の職能開発については，大学ごとの取組に

加えて，大学コンソーシアムや共同利用拠点による活動，さらに，大学団体や評

価団体によるものなど様々な展開が見られる。そうした一環として，大学団体等
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により，各大学に関する情報を分析・活用する方法の研究や，そのための人材育

成を支援していくことが期待される。

(3) 大学の負担の軽減

上記で述べたとおり，大学において，専門性の高い教職員により，教育情報の

活用・公表に積極的に取り組むことが期待される。一方で，大学には，教育情報

に関し，ウェブサイト等での公表や各種調査への対応，外部評価のための準備な

どが求められており，特に小規模な大学において，そのための事務体制を十分に

整備することが困難な場合もあることから，大学の負担を軽減することが重要な

課題となっている。

このため，学校基本調査などの統計調査の際に，各大学が作成・収集する情報

を，各大学の合意を経て公表を進めることにより，各種の調査での項目の重複を

排除するとともに，定義の統一などを進めることが適当である。

また，大学の基礎的な情報について共通的な公表の仕組みを構築し，広く一般

に公表することにより，外部から大学への調査の負担を減らすことが必要である。

（学校基本調査の際に入力・作成する情報の活用）

学校基本調査は，統計法に基づく基幹統計として，大学の基礎的な情報を収集

する基盤的な調査の一つであり，現在，多くの大学ではオンラインシステムによ

る入力・報告を行っている。

各大学には，文部科学省に報告した情報のバックアップのためのデータファイ

ルが残るため，大学の判断により，これを活用して，データベースに情報を登録

し，公表することで，情報の収集や登録の負担を軽減することが見込まれる。

（国が行う調査の見直し）

(4)で述べるデータベースの構築・公表に際し，文部科学省などが例年実施す

る各種の調査について，データベースにより公表される項目や時代の進展によっ

て不要になった項目を廃止するとともに，調査頻度を見直すなど，具体的な大学

の負担軽減を図ることが必要である。

認証評価においても，大学の基礎的な情報を公表する共通的な仕組みを活用す

ることで，評価の際の情報の収集などに関する大学の負担を軽減することにつな

がるものと考えられる。その際には，認証評価機関が連携して，認証評価の際に

収集する情報を一定程度共通化することも課題となると思われる。
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(4) 教育情報の活用と公表を進めるための場の整備

（教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みの構築）

教育情報の活用と公表を進める観点から，課題と方向性を改めて整理すると，

○ 各大学の使命とそれに基づく教育研究活動の状況を分かりやすく示し，教

育の質の向上に資する教育情報の分析を促進すること，

○ 大学進学希望者，自治体，産業界など，国内外の大学教育に関係・関心を

有する者に分かりやすく情報を提供すること，

○ 大学への各種調査などの負担を軽減すること，

が必要である。

こうした考え方に基づき，大学が，公的な教育機関としての説明責任と教育の

質の保証・向上という責務を果たすため，その支援方策として，データベースな

どを用いて教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みを構築することが求め

られる。

（検討の方向性）

このような教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みは，大学や大学団体

等の共通の情報発信の基盤として整備されるとともに，その運営は，情報の収

集・共有に関する透明性が十分確保される観点から，大学や大学団体等の参画に

より，いわば大学コミュニティによる自主的・自律的なものとしてなされるべき

である。

こうした仕組みの検討に当たっては，諸外国の事例も参照しつつも，我が国の

大学の歴史的経緯や多様性の現状を踏まえることが求められ，また，我が国の大

学や大学団体等による研究と活動の蓄積も十分に生かし，厳しい行財政状況の中

で，可能な限り早期かつ効率的・効果的に整備していくことが期待される。

また，以下のようなことに留意しながら，更に実務的な検討を深めることが求

められる。

(ｱ) 収集する情報の範囲について：学校教育法施行規則で定められた教育情報

や学校基本調査で用いられるような基礎的な情報とともに，例えば，規模の

小さな大学や地方の大学などが，地域に根ざした特色ある教育を行い，その

地域の人材に対するニーズに応えている事例や，少人数によるきめ細かな指

導や手厚い学生支援・就職支援を通じて学生の就業力の向上に成果を上げて

いる事例など，大学の特色や強みを表わす情報（ＧＰ事業等の国公私立大学

を通じた教育改革の優れた取組を含む）。

(ｲ) 情報の収集の方法について：各大学で，学校基本調査のために作成される
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データファイルを活用するなど，大学の負担の少ない方法によること。その

ほか，各大学の特色や強みを表わすデータを活用すること。

(ｳ) 情報の表示の方法について：画一的なランキングを助長するものにならな

いように，各大学の多様な経緯や背景に配慮しながら，(ｱ)に掲げたような，

それぞれの大学の特色や強みを具体的に表すような活動が示されること。そ

の上で，例えば，学部・研究科などの分野に着目するなど，一定の範囲で比

較可能なものとすること（その際，地域や規模の違いにも留意すること）。

また，高校生など大学進学希望者の視点を重視し，そうした者が進路選択の

ために求める情報が十分提供されるようにすること。国際的な教育研究活動

や学生交流に特色を発揮する大学のために，海外への情報発信に活用できる

ものとすること。

こうしたデータベース等の構築に当たっては，高等学校関係者や企業関係者等

の意見も適切に反映されるようにするとともに，幅広い関係者のニーズを踏まえ

ながら段階的に整備し，かつ柔軟に改善することが適当である。

（関連する課題）

(ｱ) 大学の全体像は，統計やデータだけで分かるわけではない。実際に大学のキャ

ンパスを訪ねると，教育活動や学生の状況，ハード・ソフト両面での学修環境な

ど，多様な活動を知ることができる。多くの者が，大学を訪問して，現状を知る

ことは，大学が社会に開かれた存在となるために有益であり，大学も，その教育

活動の取組を多くの者に直接に見てもらえるよう努めることが肝要である。

また，各大学でどのような教育を受けられるか積極的に情報発信することで，

学生が他大学で学修することが一層容易になるなど，学生の流動性の向上を通じ

た教育の内容・方法の豊富化が進むことも期待される。

(ｲ) 大学に対する社会的な関心の高まりにより，マスコミなどでも大学の教育情報

を収集・分析・公表する機会が増えている。その際にも，画一的なランキングで

はなく，多様な大学の特色が分かるようにするとともに，大学の負担軽減への配

慮を強く求めたい。なお，上記のデータベースの整備など，大学による情報公表

が進展することで，マスコミなどへの個別対応が減少し，ひいては大学の負担軽

減につながると考えられる。

以上が，これまでの協力者会議における議論の状況である。大学関係者をはじめ

関係諸機関において，これらを踏まえつつ，教育情報の活用・公表を促進する方策

について一層の検討が進んで行くことを期待したい。協力者会議としても，その状

況を把握・検証していくこととしたい。
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平成２３年５月２６日

文 部 科 学 省

高等教育局長決定

大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議

の設置について

１．目的

各大学が使命（ミッション）を明確化していく中で、それぞれの有する教育

情報を適切に把握・分析し、その教育の質の向上に活用していくことが課題と

なっている。

また、学校教育法施行規則の改正により、平成２３年度から、大学が公表す

べき教育情報が法令上明確となっており、各大学では、それぞれが重視する役

割・機能や教育研究活動等の情報を、社会に分かりやすく発信することが課題

となっている。

こうした教育情報の活用と公表に関しては、既に、各大学や大学団体におい

、 、 、て様々な工夫がなされているところであり そうした状況を踏まえつつ また

国際的な動向にも留意しながら、今後の教育情報の活用支援と発信の在り方に

ついて検討を行う。

２．調査審議事項

・教育情報の活用や公表に関する国内外の状況と課題

・我が国における教育情報の活用と公表の促進の方策

３．会議の構成

・会議は、委員及び特別委員により構成し、別紙のとおりとする。

・特別委員は、大学団体からの推薦によるものとし、必要に応じて代理者の

出席を可能とする。

・なお、必要に応じて、別紙以外の者を追加することができるものとする。

４．委嘱期間

・本会議の任期は、設置の日から平成２４年３月３１日までとする。

５．その他

・この会議に関する庶務は、高等教育局高等教育企画課が処理する。

・その他の会議の運営に関する事項は、必要に応じ会議に諮って定める。
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審  議  経  過 

 

◆大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議 

 

平成２３年 ６月１７日（金） 第１回 

議題：（１）大学における教育情報の活用支援と公表の促進について 

    【意見発表】 

     「米国における大学の情報公表」 

（同志社大学社会学部教授 山田礼子氏） 

    「高等教育機関におけるオープンエデュケーションの内外動向」 

     （福原委員） 

（２）その他 

 

平成２３年 ６月２７日（月） 第２回 

議題：（１）大学における教育情報の活用支援と公表の促進について 

【意見発表】 

     「広島市立大学における教育情報公表の取り組み」 

（浅田委員） 

     「筑波大学における教育情報の公表」 

（山田委員） 

   （２）その他 

 

平成２３年 ７月 ６日（水） 第３回 

議題：（１）大学における教育情報の活用支援と公表の促進について 

【意見発表】 

     「韓国における大学の情報公表」 

（大学評価・学位授与機構特別研究員 金性希氏） 

   （２）その他 

 

平成２３年 ７月２１日（木） 第４回 

議題：（１）大学における教育情報の活用支援と公表の促進について 

   （２）その他 

 

平成２３年 ８月 ５日（金） 第５回 

議題：（１）大学における教育情報の活用支援と公表の促進について 

   （２）その他 
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参考資料１

○ 平成１１年，大学設置基準に「情報の積極的な提供」を規定。あわせて，自己点検・評価の公表義務を規定。

第２条 大学は，当該大学における教育研究活動等の状況について，刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法

によって，積極的に情報を提供するものとする。

○ 平成１６年，学校教育法の改正で，自己点検評価の公表を法律レベルで規定。

第１０９条 大学は，その教育研究水準の向上に資するため，当該大学の教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設備の

状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。

○ 平成１７年，文部科学省の通知で，公表が求められる情報の項目を例示。

「例えば，当該大学の設置の趣旨や特色，開設科目のシラバス等の教育内容・方法，教員組織や施設・設備等の教育環境及び

研究活動に関する情報，当該大学に係る各種の評価結果等に関する情報並びに学生の卒業後の進路や受験者数，合格者数

，入学者数等の入学者選抜に関する情報等の一層積極的な提供を行っていただきますようお願いいたします。」

○ 平成１９年，大学院設置基準に，人材養成目的の公表，シラバス・成績評価基準の明示を規定。

（平成２０年，大学設置基準でも同様の内容を規定）

第２条の２ 大学は，学部，学科又は課程ごとに，人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則等に定め，公表

するものとする。

第２５条の２ 大学は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画をあらかじめ明示するものとする。

２ 大学は，学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確保するため，学生に対してその基準

をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適切に行うものとする。

○ 平成１９年，学校教育法の改正で，「教育研究活動の状況の公表」を法律レベルで規定。

第１１３条 大学は，教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため，その教育研究活動の状況を公表するものとする。

○ 平成２３年，学校教育法の施行規則を改正し，各大学が公表すべき教育情報を明確化。

（1）教育情報の公表に関する経緯

（2）教育情報の公表の項目

すべての大学を対象とする教育情報

（学校教育法施行規則を改正）

グローバルな発信の観点から発信が期待される項目例

（大学分科会が作成）

１．すべての大学で公表すべき事項

(1) 教育研究上の目的（学部・学科・課程等ごと）

(2) 教育研究上の基本組織（学部，学科，課程等の名称）

(3) 教員組織，教員数（男女別・職別），教員の保有学位・業績

(4) 入学受入方針，入学者数，収容定員，在学者数，卒業者数，卒業後

の進路（進学者数，就職者数，主な就職分野等）

(5) 授業科目の名称，授業の方法・内容，年間授業計画

(6) 学修成果の評価の基準，卒業認定の基準

(7) 校地，校舎等の施設・設備その他の教育研究環境

（キャンパス概要，運動施設の概要，課外活動の状況とそのた

めの施設，休息を行う環境，主な交通手段等）

(8) 授業料，入学料その他の費用徴収，寄宿舎・学生寮等の費用，施設

利用料等

(9) 学生の修学，進路選択，心身の健康等の支援（留学生支援や障害者

支援等の様々な学生支援を含む）

２．公表に努めるべき事項

○ 教育課程を通じて修得が期待される知識・能力体系（どのようなカ

リキュラムに基づき，どのような知識能力を身に付けるか）

○外国人教員数，研究成果の生産性や水準（論文数・論文被引用数等）

○教員当たり学生数（フルタイムとパートタイム教員）

○各授業の平均学生在籍数

○学生の卒業率，学位授与件数

○ナンバリングとシラバス（学内で共通化）

○インターンシップの機会

○英語による授業のみで学位を取得可能なコースの設置状況

○学生交流や単位互換，ダブル・ディグリー等の実績

○単位認定，学位認定，成績評価の基準（大学としての統一方針）

○留学生への支援の状況（留学生の学位取得状況，卒業後の就職状況）

○明確な方針に基づく教育課程とその水準

・修得すべき知識・能力の明確化と，それを体系的に修得できる教育課程
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（3）文部科学大臣政務官通知（平成22年6月16日付）

文部科学大臣政務官
高 井 美 穂

学校教育法施行規則等の一部を改正する省令の施行について（通知）

このたび，別添のとおり，学校教育法施行規則等の一部を改正する省令が平成２２年
６月１５日に公布され，平成２３年４月１日から施行されることとなりました。

大学等が公的な教育機関として，社会に対する説明責任を果たすとともに，その教育
の質を向上させる観点から，公表すべき情報を法令上明確にし，教育情報の一層の公表
を促進することが，今回の改正の趣旨です。

今回の改正の概要及び留意すべき事項等は下記のとおりですので，十分御了知いただ
き，その運用に当たっては遺漏なきようにお取り計らいください。

記

第一 学校教育法施行規則の改正の概要と留意点

（１）大学（短期大学，大学院を含む。）は，次の教育研究活動等の状況についての情報
を公表するものとすること。（第１７２条の２第１項関係）

① 大学の教育研究上の目的に関すること。（第１号関係）
これは，大学設置基準第２条（本省令による改正前の第２条の２）等に規定

されているものであること。その際，大学であれば学部，学科又は課程等ごと
に，大学院であれば研究科又は専攻ごとに，短期大学であれば学科又は専攻課
程ごとに，それぞれ定めた目的を公表することや，平成１９年７月３１日付け
文部科学省高等教育局長通知「大学設置基準等の一部を改正する省令等の施行
について」で示した事項に留意すること。

② 教育研究上の基本組織に関すること。（第２号関係）
その際，大学であれば学部，学科又は課程等の，大学院であれば研究科又は

専攻等の，短期大学であれば学科又は専攻課程等の名称を明らかにすることに
留意すること。

③ 教員組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること。（第３
号関係）

その際，教員組織に関する情報については，組織内の役割分担や年齢構成等
を明らかにし，効果的な教育を行うため組織的な連携を図っていることを積極
的に明らかにすることに留意すること。

教員の数については，学校基本調査における大学の回答に準じて公表するこ
とが考えられること。また，法令上必要な専任教員数を確保していることや，
男女別，職別の人数等の詳細をできるだけ明らかにすることに留意すること。

各教員の業績については，研究業績等にとどまらず，各教員の多様な業績を
積極的に明らかにすることにより，教育上の能力に関する事項や職務上の実績
に関する事項など，当該教員の専門性と提供できる教育内容を確認できるとい
う点に留意すること。

④ 入学者に関する受入方針及び入学者の数，収容定員及び在学する学生の数，
卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の
状況に関すること。（第４号関係）

その際，これらの情報は，学校基本調査における大学の回答に準じて公表す
ることが考えられること。

就職状況については，働き方が多様となっている状況を踏まえた公表を，各
大学の判断で行うことも考えられること。編入学を実施している場合には，大
学設置基準第１８条第１項の規定を踏まえつつ，編入学定員や実際の編入学者
数を明らかにすることに留意すること。
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⑤ 授業科目，授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること。（第５
号関係）

これらは，大学設置基準第２５条の２第１項等において，学生に明示するこ
ととされているものであること。その際，教育課程の体系性を明らかにする観
点に留意すること。年間の授業計画については，シラバスや年間授業計画の概
要を活用することが考えられること。

⑥ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たつての基準に関するこ
と。（第６号関係）

これらは，大学設置基準第２５条の２第２項等において，学生に明示するこ
ととされているものであること。その際，必修科目，選択科目及び自由科目の
別の必要単位修得数を明らかにし，取得可能な学位に関する情報を明らかにす
ることに留意すること。

⑦ 校地，校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること。（第
７号関係）

その際，学生生活の中心であるキャンパスの概要のほか，運動施設の概要，
課外活動の状況及びそのために用いる施設，休息を行う環境その他の学習環境，
主な交通手段等の状況をできるだけ明らかにすることに留意すること。

⑧ 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること。（第８号関係）
その際，寄宿舎や学生寮等の宿舎に関する費用，教材購入費，施設利用料な

どの費用に関することをできるだけ明らかにすることに留意すること。

⑨ 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること。
（第９号関係）

その際，留学生支援や障害者支援など大学が取り組む様々な学生支援の状況
をできるだけ明らかにすることに留意すること。

（２）大学は，教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極
的に公表するよう努めるものとすること。その際，大学の教育力の向上の観点から，
学生がどのようなカリキュラムに基づき，何を学ぶことができるのかという観点が
明確になるよう留意すること。（第１７２条の２第２項関係）

（３）（１）による教育情報の公表は，そのための適切な体制を整えた上で，刊行物への
掲載，インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によって行う
ものとすること。（第１７２条の２第３項関係）

（４）大学の教育情報の公表に関する規定について，高等専門学校に準用すること。（第
１７９条関係）

第二 大学設置基準，高等専門学校設置基準，大学院設置基準及び短期大学設置基準の
改正の概要
教育情報の公表に関する規定が学校教育法施行規則上整備されることに伴い，情報

の積極的な提供に関する大学設置基準の規定の削除など，所要の整理を行うこと。

第三 学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定
める省令の改正の概要
大学の総合的な状況に係る認証評価の大学評価基準に，教育研究活動等の状況に係

る情報の公表に関することが含まれるものとすること。その際，上記第一の改正を踏
まえ，大学評価基準が学校教育法施行規則に適合することとすること。（第１条第１項
第１号及び同条第２項関係）

第四 施行について
平成２３年４月１日施行とすること。
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１．大学団体における教育情報の公表促進に関する取組①

公立大学協会では，各公立大学の情報公表のホームページの一覧を参照できるページを設けている。

また，わかりやすい公表の工夫，共通のフォーマットで情報が参照できることが重要であることから，公立大学の「教育情報公表ガイドライン」を

策定。

教育情報公表ガイドラインの概要

１ 公表方法について
・各種刊行物によるほか、インターネットのウェブサイト上での公表を
原則とする。
・インターネットでの公表に関する留意点。
① 各大学のウェブサイトに教育情報の公表を行うページを作成し、

トップページから容易にアクセスできる位置に置く。
② 法令で公表が義務付けられている項目がもれなく公表されている

ことが一目でわかるように、項目表示を行う。

２ 法令において公表が義務化された項目の内容について

法令で公表が義務付けられた９つの項目について、項目の詳細、
公表方法の例示、留意事項などを参照基準として示している。

３ 法令において積極的に公表することとされる情報

学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表について、公表
の考え方、留意事項などを参照基準として示している。

４ 公立大学として積極的に公表していく情報
教育・研究成果や地域貢献の事例をはじめ、公立大学が地域の知

的拠点としてどのようなことに取組み、成果を上げているかについて
公表するための項目等を例示している。
例：特色ある取組、設置認可・届出の申請書、自己点検・評価や認
証評価の結果概要

○公立大学協会HP上の各大学の教育情報ページへのリンク集

… … … …

参考資料２ 各大学等における教育情報公表の取組

１．大学団体における教育情報の公表促進に関する取組②

日本私立大学連盟では，教育情報の公表に関し，加盟大学の参考として「大学の情報公表義務化と三つの方針」をとりまとめ，公表している。

特に，「学士課程答申」で示された３つの方針について，どのように策定・公表すべきかを提言している。

①「学位授与の方針」，「教育課程編成・
実施の方針」を受けて策定・公表

→２つの方針を実行可能なものにするため
に，どのような入学者を求め，入学者
に何を要求するかを示す。

②学部・学科・課程ごとに策定・公表
→学部・学科・課程ごとに教育目標や内容

が異なるため、それぞれごとに示す。

③学部，学科，課程ごとの学力基準の公表
→高等学校で履修すべき科目や取得が望ま

しい資格等を列挙するなど，具体的に
示す。

④入学試験の形態に応じた学力基準の公表
→推薦入試やＡＯ入試においても，どのよ

うな方法で学力を確認し，どの程度の
学力を要求するのかを示す。

①大学教育の根幹として，学部・学科・課
程単位で策定・公表する「学位授与の
方針」

→卒業時に学生が修得している学力をでき
るだけ具体的に記述する。

②グローバルな視野に基づいた「学位授与
の方針」の策定・公表

→グローバル・スタンダードを意識しつつ，
各大学の個性や，学生の状況を勘案し
ながら策定する。

③観点別教育目標の３領域による組み立て
と，その記述・公表

→「知識・理解」，「汎用的技能」，「態
度・志向性」に分けて記述する。
単に卒業要件単位の科目群による分類

ではなく、その根拠を説明する。

④学修成果の評価
→成績評価基準に関する教員間の合意の必

要性。

①「学位授与の方針」を受けて策定・公表

②学部・学科・課程ごとに策定・公表

③体系性と順次性が明確な教育課程の策
定・公表

→卒業時に修得されるべき能力と科目の関
係，学年ごとの能力形成，授業科目間
の関係性などを示す。

④教養教育の適切な位置づけ

⑤キャリア教育の適切な位置づけ

⑥シラバス（授業計画書）の整備
→成績評価基準，教室外学習の指示，授業

方法，期待される効果などを示す。

⑦ＦＤと連動してＰＤＣＡサイクルを回す
ことのできる自己点検・評価体制の確
立

→個々の授業に関する点検評価、カリキュ
ラムの組織的な点検評価を行う。

【入学者に関する受け入れ方針】 【授業科目，授業の方法及び内容並びに年間
の授業の計画】

【学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の
認定に当たっての基準】

○ 日本私立大学連盟教育研究委員会「大学の情報公表義務化と三つの方針」の概要

24



２． 公表方法について

（トップページ）

○ 省令では，教育情報の公表は，刊行物への掲載，インターネットの利用などの方法によることとしている。

○ 各大学は，ウェブサイトに教育情報公表のページを開設し，トップページあるいは法人情報からリンクさせたり，教育情報公表のページは

設けず各項目ごとに情報を示したり，教育情報をとりまとめた資料を掲載するなどの取組がされている。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，トップページから容易にアクセスできる位置に置くこととしており，それに当たる取組としては，以下の

ような例がみられる。

３．公表の事例
(1)学生数等に関する公表事例①

○ 省令・通知では，入学者の数，卒業又は修了した者の数を公表することとしている。

○ 各大学では，入学者の数について，学部ごとの入学者を示す場合や，男女別・入学者選抜の形式別の入学者を示す場合がある

○ 公立大学協会のガイドラインでは，入学者数に関し，「受験者数」，「合格者数」も併せて公表することとしており，それに当たる取組
として，以下のような例が見られる。
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３(1) 学生数等に関する公表事例②

各年度，学年別で退学者数を記載。

学年別で留年者数を記載。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，「留年率」，「中退率」についても必要な情報を示すのが望ましいとしており，それに当たる取組と
して以下のような例が見られる。

○ 省令・通知では，就職者数その他の就職等の状況を公表することとしており，就職の状況については，働き方が多様な状況を踏まえる

ことを求めている。

○ 各大学の取組としては，就職者数のみを示している場合や，業種ごとの割合を示す例，自営や起業した者の数・内容，雇用形態（常勤，

非常勤の別など）に関する情報をあわせて示す例が見られる。

３(2) 学生の就職等の状況に関する公表事例

（ ）内は女子をうち数で示す

就職先企業をすべて記載 学科別に就職者数を記載

○ 公立大学協会のガイドラインでは，業種ごとの割合，具体的な企業名などを示すこととしており，それに当たる取組として以下のよう
な例がある。
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○ 省令・通知では，授業科目，授業の内容，年間の授業の計画などを公表することと，教育課程の体系性を明らかにすることへの留意が

示されている。

○ 各大学の取組としては，シラバスを示す場合が多い。

３(3)授業科目に関する公表事例

Ⅰ～Ⅲの学習目標に対し，それぞれの年
次で履修可能な科目を記載。４年間全体
のカリキュラム構成を示す。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，４年を通じての科目配置や履修計画のモデルを示すこととしており，それに当たる取組として以
下のような例がある。

○ 私立大学連盟の報告書では，学修成果の評価に当たって，教員個人の成績評価の「偏り」がGPA等の全体的評価に影響を及ぼさな

いようにする工夫が求められると指摘しており，それにあたる取組として以下のような例がある。

３(4)学修の成果に係る評価に当たっての基準に関する公表事例

○ 省令・通知では，学修の成果の評価基準を公表することとされている。

○ 各大学の取組としては，学則やシラバスに記載されている評価基準を示す場合や，試験やレポートなどの評価方法やその重点，評

定ごとの割合を示す場合がある。

各評定が全体に占める割合を公表
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○ 省令・通知では，授業料，入学料など大学が徴収する費用を公表することとしており，その際に宿舎に関する費用，教材購入費，施

設利用料などの費用についても，できるだけ明らかにすることを求めている。

○ 各大学の取組としては，授業料，入学料のほか，教材や実習にかかる費用，父母会費や交友会費などの諸会費を公表。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，学生生活にかかる費用の目安や，学費などの支払時期，納付方法を示すことも考えられるとし

ており，それに当たる取組として以下のような例がある。

３(5)授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関する公表事例

○ 公立大学協会のガイドラインでは，教育課程の体系性との関係を踏まえ，どのような知識及び能力を身に付けることが期待されるかを，各大

学で検討する必要性に留意し，学部等の教育研究上の目的に即し共通的に期待される内容を記載するように努めることとしており，それに当

たる取組として以下のような例がある。

○ 省令・通知では，教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるとし，学生がどのようなカ

リキュラムに基づき，何を学ぶことができるのかを明確にすることへの留意が示されている。

○ 各大学では，教育研究上の目的の再掲，学位授与の方針，履修モデル，主要科目の特長の公表など，多様な取組がされている。

３(6)学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例①

(1) 学部，学科等ごとの教育研究上の目的を再掲 (2) 学位授与の方針（ディプロマポリシー）を公表

28



３(6)学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例②

(3) 履修モデルや，主要科目の特長等に関する情報を公表

３(6)学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例③

(4) 学生に対する教育上の達成目標を公表 (5) 取得できる免許等について公表

→ 続けて，教育課程や卒業要件関する情報が記載されている。
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教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報

○学士課程、各教育組織における教育目標、教育の内容・方法、達成
すべき水準、質の保証を記載した『筑波スタンダード』『教養教育
スタンダード』による公表

○大学院課程＊における教育目標、大学院教育が目指すスタンダードを
実現するための方針を記載した『大学院スタンダード（全学版）』
による公表
＊研究科単位の組織版はH23年度に策定

筑波大学HP（URL： http://www.tsukuba.ac.jp/index.html ）

◇実施上の課題
・本学の教育に対する社会の理解と信頼を一層高めていくためは、より

わかりやすく有益な情報の提供が必要（本学のステークホルダー
（受験生、保護者、企業等）が必要な情報についての検証）

３(6) 学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例④

筑波大学の事例 （第２回資料４（山田委員配布資料）より）

筑波スタンダード

３(6) 学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例④
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○ 公立大学協会のガイドラインでは，公立大学として積極的に「各大学の特色ある取組」，「設置認可・届出の申請書」，「自己点検・評価及び認

証評価の結果の概要」をわかりやすく表示することや，公立大学として行っている地域貢献，自治体との連携などを公表することが望ましいとし

えおり，それに当たる取組として以下のような例がある。

３(7) 公立大学として積極的に公表すべき事項

それぞれの資料へリンク
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0

●研究水準

分析項目Ⅰ 研究活動の状況

観点１－１ 研究活動の実施状況

(23) 知的財産権の出願・取得状況

(24) 科研費申請・内定の状況

(25) 種目別科研費申請・内定の状況

(26) 競争的外部資金内定状況

(27) 共同研究の実施及び受入状況

(28) 外部資金・総収入のうち各研究費

(29) 受託研究の実施及び受入状況

(30) 外部資金・総収入のうち各研究費

(31) 寄附金受入状況

参考資料３ 我が国の大学情報に関するデータベースの例

(1) 大学評価・学位授与機構の「大学情報データベース」の概要

●教育水準

分析項目Ⅰ 教育の実施体制

観点１－１ 基本的組織の編成

(1) 学生数の課程別構成

(2) 入学定員充足率

(3) 学生構成（女性学生，社会人，留学生）

(4) 専任教員数，構成，学生数との比率

(5) 本務教員数構成

(6) 本務教員の取得学位別の分布

(7) 本務教員の専門分野別分布

(8) 兼務教員の数

(9) 研究員数

(10) 職員数

分析項目Ⅱ 教育内容

観点２－２ 学生や社会からの要請への対応

(11) 科目等履修生・聴講生

○ 大学評価・学位授与機構の「大学情報データベース」は，現在，国立大学のみを対象とし，国立大学法人評

価で活用するとともに，国立大学に対して，その活動の改善に資するためのデータ提供を行っている。

データベースの内容は，一般には公表されていない。

○ これらをはじめとする既存のノウハウを活用しつつ，我が国の大学制度に適当な情報の活用支援と公表の仕

組みづくりが課題。

【データベースで分析できる内容】

分析項目Ⅲ 教育方法

観点３－１ 授業形態の組合せと指導法の工夫

(12) 海外派遣率

(13) ＴＡ・ＲＡ採用状況

観点３－２ 主体的な学習を促す取組

(14) 図書館・設備等

(15) 図書館・資料等
分析項目Ⅳ 学業の成果
観点４－１ 学生が修得した学力や資質・能力
(16) 進級状況
(17) 卒業・修了状況
(18) 学位取得状況
(19) 資格取得状況
分析項目Ⅴ 進路・就職の状況
観点５－１ 卒業（修了）後の進路の状況
(20) 進学・就職状況
(21) 職業別の就職状況
(22) 産業別の就職状況

1

●大学トピック情報

･オープンキャンパス情報

･公開講座の開催

･新設学部学科情報

･第２次募集 等

(2) 大学入試センター「ハートシステム」の概要

●大学情報

･アドミッション・ポリシーの特色

･入学定員（学部別、男女別）

･教員数（学部等所属別、職名別）

･学生数（学部別、男女別）

･奨学金情報（入学料免除、授業料免除、

日本学生支援機構奨学金）

･大学院情報（研究科別学生数）

･教員の研究（教員一覧、研究テーマ）

･問合わせ先（キャンバスごと） 等

○ 大学入試センターの「ハートシステム」は，様々な大学に関する状況を志願者に情報提供することにより、

適正な進路選択に資することを目的に導入。

○ 国公私立の大学・短大が参加し，進路選択・進路指導に活用できるよう検索機能を備えた情報提供を実施。

○ 平成２２年度末に廃止。平成２３年度以降は,センター試験に関する情報提供を実施。

【情報提供項目】

●入学者選抜関係情報

･一般選抜

･アドミッション・オフィス入試

･専門高校卒業生選抜

･総合学科卒業生選抜

･推薦に基づく選抜

･帰国子女選抜

･中国引揚者等子女選抜

･社会人選抜

･外国人を対象とした選抜

･その他の特別選抜

･第２次募集

･編入学試験

･国公立大学志願状況

●学部･学科情報

･教育課程及び履修コースの特色

･アドミッションポリシーの特色

･入学定員

･初年度納付金

･学科系統分類

･教員の研究

･卒業後の主な進路、取得できる

･免許・資格 等
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2

(3) 日本学生支援機構「学生支援情報データベース」の概要

●学生支援窓口

･大学等の学生相談機関（外国人留学生を主な対象とした機関，

障害学生のみを対象とした機関を含む。）

･就職支援・キャリア形成支援の取組を行っている機関・部署

･ボランティア活動支援機関（以上，大学等の学内機関）

･大学等以外の学生相談機関の体制など

○ 日本学生支援機構の「学生支援情報データベース」は，大学等における学生支援の各種の取組，調査統計資料を

一元的に収集・蓄積し，提供することにより，大学等における学生支援の充実に資することを目的に導入。

○ 国公私立の大学・短大・高専が参加し，学生支援窓口，学生支援プログラム，教職員支援プログラムなど検索で

きる情報提供を実施。

○ 平成２２年１２月に廃止。

【情報提供項目】

●学生支援プログラム

･学生の心の悩みやメンタルヘルスに関する研修会・講演会

･就職支援のためのガイダンス・セミナー等や就職試験対策の

ための講座

･インターンシップ

･キャリア形成支援科目

･キャリア形成支援に関わるガイダンス・セミナー等の内容

●教職員支援プログラム

･教職員向けの学生の心の悩みやメンタルヘルスに

関する研修会・講演会

･就職・キャリア支援の担当教職員のための

専門能力向上を目的とした研修会・講演会

･日本学生支援機構で教職員対象に実施している

各種研修会の内容

●学生支援に関する調査

･各大学等で実施している学生生活支援に

関わる各種調査の内容

●その他

･学生生活支援に関係する白書・答申，出版物 等

3

(4) 国立大学財務・経営センター「国立大学財務・経営情報提供システム」の概要

●決算年度のデータ

・貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書，利益の処分（損失の処理）に関する書類，

国立大学法人等業務実施コスト計算書

・貸借対照表関連

出資金の明細，積立金の明細，破産更生債権等データ，未収附属病院収入データ

・附属明細書

固定資産の明細，借入金の明細，引当金の明細，業務及び一般管理費の明細，役員及び教職員の給与の

明細，セグメント情報，科研費の明細

・決算報告書

・給与等についてのデータ

職種別支給状況（常勤と在外，任期付職員と再任用職員，非常勤職員）

・大学の基本情報

学生の状況（学生数（男女別）），職員の状況，人件費

●決算年度前年のデータ

・損益計算書，キャッシュ・フロー計算書，附属明細書（セグメント情報，科研費の明細）

○ 国立大学財務・経営センターの「国立大学財務・経営情報提供システム」は，各国立大学等における財務・経営

情報を収集・分析し，各国立大学等に提供することで経営支援に資することを目的に導入。

○ 国立大学等の財務諸表，人件費等に関するデータをセンターにおいて収集・分析し，各国立大学が閲覧できるよ

うにするとともに，刊行物として情報提供。

○ 平成２２年度末で廃止。

【情報提供項目】
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参考資料４  

諸外国の事例（１）アメリカ 

米国における大学の情報公表 

（同志社大学・山田礼子教授からの報告の概要） 

 

１．米国における大学情報をめぐる議論 

○アクセス（高等教育機会の拡大），アフォーダビリティ（高等教育のコストに関係し

た概念），アカウンタビリティ（情報公開と高等教育予算に対する学修成果の提示）を

目指した高等教育システムの改革を推進 
○アカウンタビリティについて，従来の卒業率，進学率などに加えて，学生の学修成果

を提示することを重視 
○加えて，Transparency（透明性＝誰でもがわかる内容で提示）を重視 

 
２．米国の基本データベース 

○全米の高等教育機関を対象とする包括的なデータベース（IPEDS）が整備されている。 
 （組織情報、財務情報、入学状況、教職員給与、職員情報、奨学金情報などで構成） 
 →入学希望者などにとって，専門的で使いにくいという問題点 

 
○２００７年から，州立大学を中心に，カレッジ・ポートレート（College Portrait）
を運用している。 

 ＜カレッジ・ポートレート＞ 
①機能 
・高校生が大学選択をしやすいツールを提供 
・透明性のある比較可能で理解しやすい情報の掲載 
・公共へのアカウンタビリティに対応 
・効果的な教育実践を把握し高めるための教育成果を測定 

 ②情報の内容 
  ・学生や保護者にとっての基本的な情報 
  （→在学生情報、卒業率、奨学金情報、入試情報、生活コスト、卒業後の進路など） 
  ・学生の経験の状況調査や満足度など意識調査の結果 
  ・学生の学習成果に関する情報 

（→参加大学は学習成果の測定方法として，CLA（Collegiate Learning Assessment）
MAPP,CAAP 等を採用し，低学年時の一般的知識や技能、能力（クリティカル・

シンキング、文章表現など）と上学年時を測定、伸張などを把握・公表） 
 ③課題と動向 
  ・研究大学を中心に参加していない州立大学が存在 
  ・研究大学では，学習成果の測定方法として，CLA や MAPP,CAAP はそれほど使

われていない 
 

○情報を教育の改善に活かすため，学協会において，データベースの活用方法を含めた

人材育成を実施している。 
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１．①アメリカの”College Portrait”の例

地図から検索

名称、規模から検索

州の一覧から検索

各大学のウェブサイトにリンク
（項目は大学によって異なる）

１．②アメリカの”College Portrait”の例

学士課程の就学状況

学生の特徴

経費、経済的支援

入学に関する状況

キャンパスの状況

学位、学問分野、
卒業後の進路

項目ごとにCollege Portrait内に表示

（共通の項目）

在学中の経験

学生の学修成果
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１．③アメリカの”College Portrait”の例（学生の特徴）

学生の特徴

１．④アメリカの”College Portrait”の例（経費・経済的支援）

経費・経済的支援
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１．⑤アメリカの”College Portrait”の例（入学に関する状況、学位、学問分野）

卒業後の進路

学位、学問分野入学に関する状況

１．⑥アメリカの”College Portrait”の例（在学中の経験・認識）

・
・
・

在学中の経験・認識
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１．⑦アメリカの”College Portrait”の例（学生の学修成果）

学生の学修成果

２．アメリカの“College Navigator”の例

名称，州，学位課
程などから検索

１２の共通項目（一般的な情報，学費・生活費等，経済的支援，入学状況，中退・卒業
率，分野ごとの学位取得状況，運動部活動，第三者評価の結果，キャンパスの安全，
学費の支払状況など）
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３．アメリカの”Common Date Set”の例

9

(1) 開始年：1996年

(2) 運営主体等

○管理運営（CDS Team）

College Board（非営利の大学団体）

Peterson’s（教育情報を扱う民間事業者）

U.S. News & World Report（同上）

○レビュー（CDS Advisory Bord）

大学団体など８つの機関で構成

また、高等学校，大学の代表者も参加

(3) 運営と利用の方法

CDS Teamが項目を作成し，定期的にCDS Advisory 

Bordや高等学校，大学の代表者によるレビューを

受けている。

大学は，CDS Teamが運営するウェブサイトから，

質問項目集のフォーマットをダウンロードし，自校の

データを入力した上で，自校のホームページに掲載

している。

出版社等は，各大学のホームページから，それぞ

れの大学のCommon Date Setを入手し，利用する。

(4)  項目の内容(2010‐2011)

○ 一般的な情報(General Information)

○ 在籍状況と学生の継続率

(Enrollment and Persistence)

○ 新入生のアドミッション(First‐time, first‐year, 

(freshmen) Admission)

○ 転学希望学生のアドミッション

(Transfer Admission)

○ 大学の提供する学修とその方針

(Academic Offerings and Policies)

○ 学生生活(Student Life)

○ 年間の費用(Annual Expenses)

○ 経済的支援(Financial Aid)

○ 教員数とクラス規模

(Instructional Faculty and Class Size)

○ 授与された学位(Degrees Conferred)

※上記のほか，各項目の詳細な定義集を設定。

アメリカでは，大学団体や出版社などによりCommon Date Setという共通質問項目集が開発されており，大

学は，自校のホームページにデータを入力したフォーマットを掲載するなどして，各種の問い合わせに対応

できるようにしている。
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参考資料５ 教育内容の公表に関する取組例 

インターネットを活用した情報公表（オープンコースウェアの例） 

（福原委員からの報告の概要） 

 

１．経緯 

 オープンコースウェア（以下，「OCW」）は，2001 年に米国マサチューセッツ工科大

学（以下，「MIT」）が提唱したもの。 

 日本では，6大学による連絡組織をもとに，2006 年に日本オープンコースウェア・

コンソーシアム（以下，「JOCW」）が設立された。現在，42 機関が参加している。 

 

２．基本的考え方 

 OCW の基本的考え方は，2001 年に MIT が発表した形態に基づいており，その内容は

以下のとおり。 

 ・大学で正規に提供された講義の実体を提供すること 

 ・提供されたコンテンツは非営利かつ教育目的利用に限定して，無償での利用・複

製・再配布・翻訳を含む変更を認めること 

 ・利用者からの質問・問い合わせなどへの対応は行わないこと 

 ・最低限の構成要素は，「シラバス」「カレンダー」「講義ノート」であること 

 

３．公表と利用の現状 

 35 カ国で，計 18,000 コース以上が公開されている。日本では，1,800 を超えるコ

ースが公開されており，月間の訪問者数が約 40 万人となっている。 

（参考）MIT における利用状況 

・月間訪問者数：約 200 万人 

・MIT への入学選択に OCW が影響したと回答した新入学生：35％ 

・在学者の 90％，卒業者の 50％が利用 

・OCW をきっかけに教員の 30％が講義を改善，84％が他の教員の講義内容を活用 

・学生の 70％が履修科目の OCW の情報を見ている 

 

４．日本オープンコースウェア・コンソーシアム(JOCW)によるアンケート調査 

 JOCW では，OCW に関するインターネット調査を実施している（10 代～60 代までの

1,200 人が回答）。 

 ・OCW の利用経験者 ５％ 

 ・今後，利用する意向がある人 63．7％ 

 ・閲覧する講義を選択する際に参考とする情報 

  「関連する講義の紹介機能（47．6％）」「利用者による具体的なコメント（43．7％） 

 ・居住地近くの大学が実施する公開講座をインターネットの動画で見てみたいか。 

  「見たい（29％）」「どちらかといえば見たい（50％）」 
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平成２３年６月２７日 

公立大学法人広島市立大学 

 

定期的に実施される調査の状況について（本学独自調査結果） 

 
 
定期的に実施される調査の件数 １５２件 

 
【調査主体別】 

出版社・進学情報事業者 ６４件（４２．１％） 

   旺文社、ベネッセコーポレーション、学研教育出版ほか 
 

官公庁 ５３件（３４．９％）  

   広島市１６ 広島県３ 文部科学省１４ 独立行政法人日本学生支援機構９ その他１１ 
 

協会・協議会 １５件（９．９％） 

   公立大学協会 財団法人アジア学生文化協会 日本図書館協会ほか 
 

マスコミ １２件（７．９％） 

   読売新聞社 朝日新聞社 日本経済新聞社 文化放送キャリアパートナーズほか 
 

予備校 ８件（５．２％） 

   河合塾 代々木ゼミナール 駿台予備校ほか  
 
【依頼内容別】（主なもの（重複を含む。）） 

入試に関すること ８０件（５２．６％） 

   入試情報（試験内容、日程、募集人員、入学金、学費）、入試結果（受験者数、合格者数、合

格者の平均点）、オープンキャンパスの実施内容など 
 

就職に関すること ２３件（１５．１％） 

   就職者数、就職ガイダンスの実施予定など 
 
大学の基礎情報に関すること １８件（１１．８％） 

  学生数、教職員数、学部数、学科数など 
 
 国際交流に関すること １３件（８．５％） 

   留学生数、国際交流の実績など 
 
  総務に関すること １０件（６．６％） 

   電力、水道及びガスの使用量、廃棄物排出量、高齢者等の雇用状況など 

参考資料６  
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参考資料７ 教育情報の公表に関する認証評価の取組

１．教育情報の公表状況の確認

○ 教育情報の公表に関する制度改正を踏まえ，第２サイクルの認証評価では，教育情報の公表の状況について確認
する。

（→各認証評価機関の評価基準について，Ｐ．３～５参照）

→ 認証評価を通じて，より分かりやすい教育情報の公表の取組を支援することについて。

２．大学の基礎的な情報の収集

○ 評価の実施にあたり，評価の根拠となる各大学の自己評価書に加えて，基礎的な情報に関するデータ集の作成・
提出を求めている。

（→認証評価機関が収集している情報の項目について，Ｐ．６～９参照）

→ 統計など各種の調査と共通する項目もあり，その取扱について。

３．評価結果の公表

○ 認証評価の結果をインターネット等で公表することとされており，各機関のホームページで大学ごとの評価報告書を
公表している。
（→認証評価機関の評価報告書の構成（優れた点などへの言及）について，Ｐ．１０参照）

→ 大学ごとの評価報告書の公表に加えて，各大学の特色などを分かりやすく発信することについて。

○ 認証評価制度は，全ての大学が７年に一度，文部科学大臣の認証を受けた評価機関（認証評価機関）の評価を受ける
制度。

○ 教育情報の公表・活用の在り方については，認証評価との関わりで，例えば以下の３つが論点になりうると考えられる。

参考：認証評価制度について

１．概要

・国公私の全ての大学，短期大学が，定期的に文部科学大臣の認証を受けた評価機関（認証評価機関）に

よる評価（認証評価）を受ける制度

・大学は，当該大学の教育研究等の総合的な状況について，７年以内ごとに認証評価を受ける

２．目的

・各大学の状況が，設置基準等の法令に適合していることの確認

・各大学の自主的・自律的な質保証，向上の取組の支援

・各大学の特色ある教育研究の進展

３．認証評価機関が行う評価

・認証評価機関が認証評価を行う際は，機関ごとに定める大学評価基準に基づいて行う

・大学評価基準は，文部科学省令において大枠は定まっているが，詳細な基準は，大枠の範囲内において

認証評価機関が自ら定める
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１．教育情報の公表状況の確認

○ 「大学基準」及びその解説 （平成２３年度以降）

［ 内部質保証］

10 大学は，その理念・目的を実現するために，教育の質を保証する制度を整備し，定期的に点検・評価を行い，大学の

現況を公表しなければならない。

（解説）

大学は，社会の負託を受けた組織体であることに鑑み，組織運営と諸活動の状況について積極的に情報公開し，社

会に対する説明責任を果たすことが必要である。

また，大学が，自律的な存在として機能するためには，自らの活動を点検・評価し，その結果を公開するとともに，改

善・改革を行うことのできる組織でなければならない。（以下，略）

♦点検・評価項目♦

評価項目 評価の視点 対応法令等

（１）大学の諸活動について
点検・評価を行い，その結果
を公表することで社会に対す
る説明責任を果たしているか。

自己点検・評価の実施と結果の公表 【教】自己点検・評価及び認証評価
制度（第１０９条）
【教規】教育研究活動等の状況に係
る情報の公開（第１７２条の２）

情報公開の内容・方法の適切性，情
報公開請求への対応

(1) 大学基準協会

○認証評価機関では，教育情報の公表の制度化を受け，大学評価基準を改訂し，各大学における教育情報の公表に
状況について確認することとしている。

(2) 大学評価・学位授与機構

○ 大学機関別認証評価大学評価基準（平成２４年度以降）

基準10 教育情報等の公表
10－１ 大学の教育研究活動等についての情報が，適切に公表されることにより，説明責任が果たされていること。

基本的な観点
10－１－① 大学の目的（学士課程であれば学部，学科又は課程等ごと，大学院課程であれば研究科又は専攻等ご

とを含む。）が，適切に公表されるとともに，構成員（教職員及び学生）に周知されているか。
10－１－② 入学者受入方針，教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針が適切に公表，周知されているか。
10－１－③ 教育研究活動等についての情報（学校教育法施行規則第172条の２に規定される事項を含む。）が公表

されているか。

○ 大学機関別認証評価実施大綱（案）（平成24年度以降） ※関係機関へ意見照会中のもの。

基準３ 経営・管理と財務

領域：理事会，ガバナンス，経営の規律，執行体制，財務基盤・収支，財務情報の公開，会計

(3) 日本高等教育評価機構

基準項目 評価の視点 エビデンスの例示
（評価の根拠となる事実）

３－１．
経営の規律と誠実性

3-1-③学校教育法，私立学校法，大
学設置基準をはじめとする大学の設
置，運営に関連する法令の遵守

3-1-⑤教育情報・財務情報の公表

・法人及び大学の運営状況に関する情報
の公表の状況（項目，内容，手段等）

を示す資料
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○ 短期大学評価基準（平成24年度以降）

基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス
短期大学の教育の使命を果たすために，積極的にリーダーシップとガバナンスが発揮されていることを明確に示
す。
理事長を中心とする管理運営組織が，経営責任の視点に立って学習成果を焦点とした短期大学教育の向上・充
実を目指していることを明確に示す。
財務等の情報公開を通じて，社会に対して説明責任を果たし，関係者の理解と協力を得られるよう努めていること
を明確に示す。

Ⅳ-C ガバナンス
基準Ⅳ-C-3 ガバナンスが適切に機能している。
（10）学校教育法施行規則，私立学校法の規定に基づき，教育情報を公表し，財務情報を公開している。

(4) 短期大学基準協会

２．大学の基礎的な情報の収集

【Ⅰ 教育研究組織】

全学の設置学部・学科，大学院研究科等(名称，開設年月日，所在地)

【Ⅱ 教員組織】

全学の教員組織(専任教員数，専任教員一人当たりの在籍学生数，兼

任教員数，実務家教員数)

【Ⅲ 学生の受け入れ】

学部・学科，大学院研究科，専門職大学院の志願者・合格者・入学者

数の推移，学生定員及び在籍学生数

【Ⅳ 施設・設備等】
校地，校舎，講義室・演習室等の面積

【Ⅴ 財務（私立大学のみ）】
消費収支計算書関係比率（法人全体），消費収支計算書関係比率（大
学単独），貸借対照表関係比率

○ 各認証評価機関は，評価において必要となる定量的なデータなどの教育情報について，各大学に提供を求めている。
○ データの項目には，各認証評価機関に共通のものと，各認証評価機関が独自の考え方に基づき評価を実施するた
めに用いるデータがある。

【項目】

【Ⅰ 教育研究組織】

全学の設置学部・学科，大学院研究科等(名称，開設年月日，所在地)

【Ⅱ 教育内容・方法等】

開設授業科目における専兼比率，単位互換，卒業判定，就職・大学院進学状況，

国家試験合格率，公開講座，学生の国別国際交流，教員・研究者の国際学術研

究交流

【Ⅲ 学生の受け入れ】

学部・学科，大学院研究科，専門職大学院の志願者・合格者・入学者数の推移，

学生定員及び在籍学生数

【Ⅳ 教員組織】

全学の教員組織（専任教員数，専任教員一人当たりの在籍学生数，兼任教員数，

実務家教員数，事務組織）専任教員(個別表，年齢構成，担当授業時間，給

与）

【Ⅴ 研究環境】

専任教員（教育・研究業績，研究費(実績)，研究旅費)

学内共同研究費，教員研究費内訳，科研費の採択状況，学外からの研

究費の総額と一人当たりの額，教員研究室

【Ⅳ 施設・設備等】

校地，校舎，講義室・演習室等の面積，主要施設の概況

【Ⅶ 図書・電子媒体】

図書，資料の蔵書数及び過去の受入れ状況，図書館利用状況，学生閲覧室

【Ⅷ 学生生活】

奨学金給付・貸付状況，学生相談室利用状況

【Ⅸ 財務(私立大学のみ)】

消費収支計算書関係比率（法人全体），消費収支計算書関係比率（大学単独），

貸借対照表関係比率

【Ⅹ 情報公開・説明責任】

財政公開情報（私立大学 公立大学法人）

[平成22年度] [平成23年度]

(1)大学基準協会「『大学評価』申請用 大学基礎データ」

※大学基準協会では，平成２３年度に、従前５４項目であった
ものを８項目に削減している。なお、削減された表のうち自己
点検・評価報告書の内容にかかわるものについては、根拠資
料として大学独自の様式に基づいて作成し提出することが求
められている。
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２(2) 大学評価・学位授与機構「大学現況票」

【教育研究組織等】

学部・学科，研究科・専攻（専門職大学院含む），別科・専攻科

・修業年限

・入学定員

・編入学定員

・収容定員

・学位（付記する名称）

・平均入学定員充足率

・開設年度

・所在地

【教員及び教育支援者】

学部・学科，研究科・専攻（専門職大学院含む）

・専任教員数

・非常勤職員数

・研究指導教員数

・研究指導補助教員数

教員以外の職員等

・事務職員（専任・非常勤）

・事務職員のうち主に教育支援者（専任・非常勤）

・技術職員（専任・非常勤）

・技術職員のうち主に教育支援者（専任・非常勤）

・図書館専門職員（専任・非常勤）

・その他の職員（専任・非常勤）

【項目】

【教育内容及び方法】

学部・学科，研究科・専攻（専門職大学院含む）

・1学年の学期区分

・1学期の授業期間

・1時限の授業時間

・卒業（修了）要件単位数

・履修科目の登録の上限

【施設・設備及び学生支援】

・校地等

校舎敷地面積（専用・共用）

運動場用地（専用・共用）

・校舎等

校舎面積（専用・共用）

教員研究室（学部等名称，室数）

教室等施設（講義室，演習室，実験実習室，情報処理学習施

設，語学学習施設）

・図書館・図書資料等

面積

閲覧座席数

開館時間

図書数，学術雑誌数，視聴覚資料その他の数

・体育館その他の施設

体育館面積

体育館以外のスポーツ施設・講堂・寄宿舎・課外活動施設その他

【職員関係】

・職員数と職員構成(正職員・嘱託・パート・派遣

別・男女別・年齢別)

・業務委託の内容

【財務関係】

・消費収支計算書関係比率(法人全体)(過去5年間)

・消費収支計算書関係比率(大学単独)(過去5年間)

・貸借対照表関係比率(法人全体)(過去5年間)

・財務公開状況(前年度実績)

【教育研究環境関係】

・校地，校舎等の面積

・講義室，演習室，学生自習室の概要

・学部の学生用実験・実習室の面積・規模

・附属施設の概要(図書館除く)

・その他の施設の概要

・図書，資料の所蔵数 ・学生閲覧室等

・情報センター等の状況 ・博物館等の概要

・学生寮等の概要

【社会連携関係】

・大学が地域社会や企業等で共同に行っている活動

(前年度実績)

・公開講座等の実施状況

２(3) 日本高等教育評価機構「自己評価報告書・データ編」

【全体概要】

・設置学部・学科・大学院研究科の名称，設置認可

年月日，開設年月日，所在地（開設予定含）

・学部構成(大学・大学院)

・学部・学科・大学院研究科の学生定員及び

在籍学生数

・全学の教員組織(学部，大学院等)

・大学の職員数

・附属校及び併設校，附属機関の概要

・外部評価の実施状況

【教育課程関係】

・授業科目の概要

・成績評価基準

・修得単位状況(前年度実績)

・年間履修登録単位数の上限と進級，卒業(終了)要

件(単位数)

・単位互換協定に基づく単位認定の状況及び単位互

換協定以外で大学独自に行っている単位認定の

状況(前年度実績)

・海外提携校と単位互換

【項目】

【学生関係】
・ 学部の入学者の構成
・ 学部・学科の志願数，合格者数，入学者の推移
(過去5年間)

・ 出身高校の地域別，学部別，志願者数，入学者数
・ 大学院研究科の入学者の内訳（過去3年間）
・ 学部・学科別の在籍者数（過去5年間）
・ 学部・学科別の退学者数の推移（過去3年間）

・学部の卒業者数と卒業判定(過去3年間)

・学生相談室，医務室，就職相談室等の利用状況

・奨学金給付・貸与状況(授業料免除制度)(前年度実績)

・学生への課外活動の支援状況(前年度実績)

・社会人，編入，転入学生等への支援制度，支援体制及

び活用状況(前年度実績)
・就職状況(過去3年間)
・卒業後の進路の状況(前年度実績)

【教員関係】
・専任教員の学部，研究科ごとの男女別，年齢別の構成

(うち外国人の数を含む)
・学部の専任教員1週当たりの担当授業時間数(最高，
最低，平均授業時間数)

・学部，学科の開設授業科目における専兼比率
・産学官連携による教育研究活動(学内共同研究を除く) 
・ 専任教員に分配される研究費（前年度実績）
・ 専任教員の研究旅費
・ 教員研究費内訳（過去3年間）
・ 当該年度における科学研究費補助金の採択状況（過去

3年間）
・ 教員研究室の概要
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２．(4)短期大学基準協会「自己点検・評価の基礎資料」

【学校法人及び短期大学の沿革】

【学校法人の概要】

・機関名，所在地，入学定員，収容定員，在籍者数

【学校法人・短期大学の組織図】

【立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ】

・学生の入学動向

（過去の実績と未来の予測，学生の出身地別人数及び割合

[過去5年間]）

【前回の評価における課題等に対する向上・充実の状況】

【学生データ】

（過去5年間）

・入学定員，入学者数，入学定員充足率

・収容定員，在籍者数，収容定員充足率

・卒業者数，退学者数，休学者数，就職者数，進学者数

【短期大学設置基準を上回っている状況・短期大学の概要】

・教員組織の概要（専任教員数，非常勤教員数）
・教員以外の職員の概要（専任，兼任）
・校地等（校舎敷地・運動場等（専用面積，共用面積，共用する他の
学校の面積，在学生一人当たりの面積等）

・校舎（専用面積，共用面積，共用する他の学校の面積等）
・教室等（講義室数，演習室数，実験実習室数，情報処理学習室数，
語学学習施設数）

・専任教員研究室数
・図書（図書数，学術雑誌数，視聴覚資料数，機械・器具数，
標本数）

・図書館（面積，閲覧席数，収納可能冊数）
・体育館（面積，体育館以外のスポーツ施設の概要）

【短期大学の情報の公表について】
・学校教育法施行規則において公表すべきとされている事項の公表
方法等

・学校法人の財務情報（財産目録，貸借対照表，収支計算書，事業報
告書，監査報告書）の公開方法等

【各学科・専攻課程ごとの学習成果について】

【オフキャンパス，遠隔教育，通信教育，その他の教育プログラム】

【公的資金の適正管理の状況】

【項目】

３．評価結果の公表

○ 認証評価機関は，認証評価の結果をインターネット等で公表することとされており，ホームページで，大学ごとの評価報
告書を公表している。

○ 評価報告書では，判定結果に加えて，優れた点など大学の特色に関わる内容に言及している。

(1) 大学基準協会

評価報告書の構成 ： 評価結果，総評，大学に対する提言（長所として特記すべき事項，勧告，助言）

→大学が掲げる理念・目的・教育目標の実現に向けての取組に有効性が顕著に見られる場合，長所として取
り上げている。大学の特色を示すものとして特記すべき点があれば，積極的に取り上げている。

(2) 大学評価・学位授与機構

評価報告書の構成 ： 認証評価結果，基準ごとの評価（評価，評価結果の根拠・理由，優れた点，改善を要する

点），その他参考資料（自己評価書等）
→自己評価書から，特に重要と思われる点を「優れた点」として抽出している。

①大学の目的・目標に照らして，優れていると判断されるもの
②大学の目的に照らして，特色ある，又は個性ある取組であり，成果が上がっていると判断されるもの。
③教育研究活動等の改善に向けて先進的な取組であり，成果が上がっていると判断されるもの。
④大学一般に期待される水準から見て，優れていると判断されるもの。

(3) 日本高等教育評価機構

評価報告書の構成 ： 評価結果，総評，基準ごとの判定（判定，判定理由，優れた点，改善を要する点）

→使命・目的に沿った制度等が十分に整備され，機能していると判断される場合に，「優れた点」として記述している。

(4) 短期大学基準協会

評価報告書の構成 ： 大学概要，評価結果，評価結果の事由（「総評」，「３つの意見（特に優れた取組と評価で

きる事項，向上・充実のための課題，早急に改善を要すると判断される事項）」，「領域別
評価結果」）

→訪問調査におけるピア・レビューにおいて，短期大学と評価チームとの対話により「特に優れた試み」と
評価された内容を記述している。
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